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序  文 

 

独立行政法人国際協力機構は、ブルキナファソ国の道路維持管理機材整備計画にかかる協力

準備調査を実施することを決定し、同調査を（株）片平エンジニアリング・インターナショナ

ル及び（株）アンジェロセックの共同企業体に委託しました。 

調査団は、2021 年 11 月から 2023 年 9 月までブルキナファソの政府関係者と協議を行うとと

もに、計画対象地域における現地調査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完

成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこ

とを願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援いただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 
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要  約 

 

１. 国の概要 

西アフリカに位置するブルキナファソ国（以下、「ブルキナファソ」と記す）は、人口約 2,277

万人で、6 か国と国境を接する内陸国である。同国の首都ワガドゥグ市は、西アフリカ経済通貨

同盟（UEMOA）の本部を擁し、コートジボワール、ガーナ、トーゴ等の沿岸国とニジェール、

マリ等の内陸国を繋ぐ物流の結節点としての機能を担っている。 

1980 年代半ばまでは、比較的良好な経済パフォーマンスを見せていた。1984 年のサンカラ政

権成立後、社会主義経済体制下で、公共部門の拡大、公共支出・投資の拡大などが実施された。

1987 年の軍事クーデター以降、世銀・IMF 等からの支援も開始され、1991 年に最初の構造調整

計画が開始。以降、政府は財政不均衡や国際収支の是正、民間部門の強化等各種政策を実施し

ている。1994 年の CFA フランの切り下げ後も、その衝撃を吸収するのに成功し、西アフリカ諸

国の中で比較的良好なパフォーマンスを見せている。 

2022 年の GDP は 195.7 億米ドル、一人当たりの GNI は 860 米ドルである。GDP の構成比率

は、農林水産業 17.5%、鉱業、電力・ガス・水・熱等産業 19.2%、製造業 9.5%、建設業 3.2%、

商業、飲食・宿泊業 9.0%、運輸・倉庫業、通信業 4.2%、その他サービス業 28.8%となっている。

人口の約 80％以上が自足農業に従事しており、綿花、アワ、トウモロコシ、イモ類が栽培され、

牛、山羊が飼育されている。商品作物としては綿花、シャナット（採油用種子）、落花生、ゴマ

などが栽培されている。しかしいずれも生産性が低く、干ばつの影響を受けやすいため、飢餓

状態に陥ることもある。工業は未発達で、出稼ぎと主に EU からの援助への依存が大きい。金

とマンガン鉱脈が発見され期待がかけられている。 

 

２. プロジェクトの背景、経緯及び概要 

ブルキナファソの道路網は、規格道路（国道・地方道・県道）の約 15,000km と未規格道路（村

道・農林道）約 46,000km で構成されている。規格道路は国際回廊等が含まれ、国道約 6,700km

（舗装率約 50%）、地方道約 3,600km（舗装率 1%以下）、県道約 5,000km（舗装率 1%以下）に分

類される。ブルキナファソでは、物流の 80%以上が道路輸送に依存しており、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により貨物輸送量は一時的に減少しているものの、道路輸送量は過去 5 年間

で毎年約 10%以上増加しており、結節点としての役割や道路輸送の重要性が大きくなっている。

ブルキナファソ政府は、国家開発計画である「国家経済社会開発計画（2021 年～2025 年）」の

重点戦略の一つとして「経済成長と雇用促進に資するセクターの活性化」を掲げ、運輸交通イ

ンフラ整備及び維持管理を推進し、年間を通じて道路網を適切な状態に維持することを目指し

ている。 

ブルキナファソ政府は、5～10 年の期間で定期的な道路補修のための定期維持管理作業及び

道路損傷が発見された際の補修、並びに急を要する補修工事を民間へ委託しているが、調査設

計から入札・発注まで 1 年程度を要するため、時宜を得た日常整備作業が実施できず、2018 年

は約 50 件の洪水等で損傷した道路が補修されないままであった。また、道路が補修されないま

ま劣化が進行し、その結果、大規模な改修が必要となり維持管理費用の増加に繋がるケースも

ある。ブルキナファソ政府は、調達法規や契約手続きの早期化に関する取組みを進める予定で
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あるものの、急を要する整備作業に関しては即時の対応が求められる中、インフラ開発省道路

維持管理総局（以下、DGER）にこうした作業を直営で実施する道路維持管理作業班（以下、「直

営作業班」）を設立する準備を進めている。しかしながら人員と維持管理予算の目途はついて

いるが、保有機材の不足により、計画的に道路維持管理を実施するには至っていない。このよ

うな背景より、無償資金協力により直営作業班の道路維持管理機材を整備し、DGER が管轄し

ている国道、地方道、県道における道路維持管理状態の改善を図り、内陸国であるブルキナフ

ァソの輸送コスト削減等に貢献することを目指し、要請がなされた。 

本プロジェクトは、DGER に対して道路維持管理機材を整備することにより、国道、地方道、

県道における道路維持管理状態の改善を図り、もって、内陸国であるブルキナファソの輸送コ

スト削減を通じた連結性の向上を目的とするものである。 

 

３. 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

ブルキナファソ政府の要請を受けて、日本政府は DGER を実施機関とする「道路維持管理機

材整備計画」についての協力準備調査の実施を決定した。JICA は、2021 年 11 月 6 日から 12 月

4 日まで協力準備調査団を現地に派遣し、ブルキナファソ関係者と協議を行うとともに、プロ

ジェクト対象地域における調査を実施した。帰国後、現地調査結果に基づいて最適な事業内容

について概略設計を行い、その内容を取りまとめて協力準備調査報告書（案）を作成した。同

調査団は協力準備調査報告書（案）の説明のため、2023 年 9 月 5 日から 9 月 8 日まで、その内

容についてブルキナファソ関係者と協議・確認を行った。 

要請機材を踏まえた上で、実施機関である DGER と 2023 年 9 月 7 日に合意した協議議事録

において、本プロジェクトの対象となるのはブルキナファソ全土で DGER の直営作業班が実施

する道路補修に用いる道路維持管理機材とすることとし、DGER によって機材の運用・維持管

理を実施することを確認した。 

当初、対象地域はワガドゥグ市とその周辺であったが、DGER の直営作業班が対象とする緊

急性を要す道路補修は、ブルキナファソ全土で発生する①洪水による損壊で車両通行が遮断さ

れた道路の災害復旧、及び②車両の安全な走行に支障を来すような路面（舗装・土道）補修で

あることから、プロジェクト対象地域はブルキナファソ全土とする。 

本調査は、要請の必要性及び妥当性を確認するとともに、無償資金協力案件として適切な概

略設計を行い、事業計画（調達機材の数量、仕様等）や機材の維持管理計画を策定し、概略事

業費を積算することを目的として実施した。本調査により協議・確認を行った最終要請機材を

以下に示す。 
 

最終要請機材 

 機 種 台数 

1 モーターグレーダ 2 

2 ホイールローダ 2 

3 エクスカベータ（ブレーカ付き） 2 

4 ブルドーザ 2 

5 土工用ローラ 2 

6 コンバインドローラ 2 
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 機 種 台数 

7 ダンプトラック 12 

8 トラクタートラック＋セミトレーラ 3 

9 給水タンク車 3 

10 燃料タンク車 2 

11 セルフローディングコンクリートミキサ 3 

12 可搬式アスファルトプラント 3 

13 道路メンテナンストラック 1 

14 カーゴトラック（クレーン付き） 1 

15 ハンドガイドローラ 1 

16 アスファルトカッタ 2 

17 プレートコンパクタ 2 

18 照明付き発電機 4 

19 維持管理機材（コンテナワークショップ等） 1 

20 モバイルワークショップ 1 

 合 計 51 

 

ブルキナファソでは、性能と品質の高い日本・欧米メーカー製の機材が多く普及している。

現地のオペレータ、メカニックもそれら機材の取り扱い・操作に習熟しているため、ブルキナ

ファソ側もそれら機材の調達を要望している。よって、本調達計画では日本・欧米メーカー製

品を調達先とする。 

 

４. プロジェクトの工期及び概略事業費 

本プロジェクトを我が国の無償資金協力により実施する場合、実施設計期間は 5.0 ヶ月、機

材調達期間は 17.0 ヶ月、ソフトコンポーネント 1.0 カ月、合計 23.0 ヶ月と想定される。本プロ

ジェクトは我が国の無償資金協力の取り決めに従って実施され、事業費は本プロジェクトに対

する交換公文締結前に決定される。 

 

５. プロジェクトの評価 

(1) 妥当性 

本プロジェクトは、プロジェクト完了後に発現する効果の程度を考慮し、無償資金協力によ

る協力対象事業として実施することは、以下の観点から妥当であると判断する。 

・国家開発計画において、年間を通じて通行可能なように道路網を適正な状態に維持するこ

とを目指している。そのもとで道路セクター開発計画として都市間及び国際道路交通に関

する戦略方針を挙げ、道路網の開発強化、国際回廊地域の通行状況の改善が位置付けられ

ている。そのために DGER が管轄する全国の規格道路を、直営作業班によって適切かつ迅

速に維持管理することが重要となる。 

・プロジェクトの裨益対象は、貧困層を含む全国民となる。また、洪水で車両通行が寸断さ

れた道路が迅速に復旧することによって、住民の社会インフラへのアクセスが早期に回復

し、生活改善が図られる。 

・我が国の対ブルキナファソ国援助方針の一つとして、「域内経済統合の促進」が挙げられ、

方策として「内陸国であるブルキナファソが安定的な成長を遂げるためには、物流網やエ

ネルギー供給網の確保等により、ECOWAS 及び UEMOA に属する近隣諸国との経済統合
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を深化させていくことが大きな課題となる。このため、西アフリカ「成長の環」広域開発

戦略的マスタープランを踏まえ、インフラ整備（道路・電力網等）や国境通関の効率化、

治安の確保など、域内経済統合の促進に資する支援を展開すること。」に合致している。 

 

(2) 有効性 

1) 定量的効果 

本プロジェクトの実施により、DGER が管轄する道路の維持管理状態が改善する直接効果が

得られると考えられる。効果指標としては、本プロジェクトに関連しない民間への委託による

道路維持管理を含めず、純粋に直営作業班による作業量を成果値とする。 

定量的効果については、2023 年を基準年とし、事業完成（2025 年）後 3 年の 2028 年を目標

年として目標値を設定する。プロジェクトの実施により期待される定量的効果を以下に示す。 
 

表 定量的効果 

指標名 基準年（2023 年） 目標年（2028 年） 

直営作業班による緊急を要する洪水等で損傷し

た道路の補修箇所（箇所/年） 
0 48※1 

直営作業班による緊急を要する未舗装道路の補

修距離（km/年） 
0 38.4※2 

直営作業班による緊急を要するポットホール・

クラックの補修面積（m2/年） 
0 1,920※3 

 

【目標値算定の条件】 

※1：洪水等で損傷した道路の補修は、雨季による災害が発生し出す、7 月から 6 カ月間（12

月まで）2 編成で実施する。応急的に車両通行を確保するための簡易舗装まで実施 

1 箇所の延長は 50m、平均 4 日間で施工、20 日／月稼働（施工 4 日×4 箇所＋移動 4 日） 

4 箇所／月・編成×6 カ月／年×2 編成＝48 箇所／年 
 

※2：未舗装道路の補修（不陸整形）は、雨季前の 1 月から 6 カ月間（6 月まで）2 編成で実

施する 

20 日／月稼働（施工 4 日×4 箇所＋移動 4 日）、1 日あたり 0.2km／編成の施工 

0.2km／日・編成×16 日／月×6 月／年×2 編成＝38.4km／年 
 

※3：ポットホール・クラックの補修は、年間を通して 1 編成で行う 

20 日／月稼働（施工 4 日×4 箇所＋移動 4 日）、1 日あたり 10m2／編成の施工 

10m2／日・編成×（16 日／月×（12 月／年×1 編成＝1,920m2／年 

 

2) 定性的効果 

本計画における定性的効果は以下の通りである。 

 災害で遮断された国際幹線道路等が早期に復旧する 

 ブルキナファソ全土で円滑な交通が確保される 

 社会サービスへのアクセスが改善される（子供の通学、病人・妊産婦の医療施設へ

の通院、緊急移送等が安定的に実施できる） 
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主要調達機材イメージ図 

1.モーターグレーダ 2.ホイールローダ 3.エクスカベータ 

（ブレーカ付） 

4.ブルドーザ 

5.土工用ローラ 6.コンバインドローラ 7.ダンプトラック 8.トラクタートラック 

＋セミトレーラ 

9 給水タンク車 10.燃料タンク車 11.セルフローディング

コンクリートミキサ 

12.可搬式アスファルト

プラント 

13.道路メンテナンス 

トラック 

14.カーゴトラック 

（クレーン付き） 
15.ハンドガイドローラ 16.アスファルトカッタ 

17.プレートコンパクタ 18.照明付き発電機 19.維持管理機材 

（コンテナワークショップ等） 

20.モバイル 

ワークショップ 



 

現況写真（1/2） 

  
写１ 郊外地方道 ポットホール。連続した

ポットホールが大きく広がっている 
写２ 郊外国道 ポットホール、亀甲状ひび

割れ 

  
写３ 郊外国道 縦断方向のひび割れ 写４ 郊外国道 ポットホール、路肩損傷 

  
写５ 乾季の地方道（土道）。大きな凹凸があ

り、安全な走行に支障を来している 
写６ 雨季の地方道（土道）。ぬかるみ状となり

車両の走行が困難な状態 

  
写７ 洪水災害による地方道（簡易舗装）の損

傷 道路が寸断している 
写８ 地方道（舗装）の損傷。コンクリート舗

装の「洗い越し」※が損壊 

※普段流水が無いか少ない河川が道路上を横断し、流れるようにしてある場所。通常、耐水性のあるコンクリート舗装にする 



 

現況写真（2/2） 

  
写９ 地方道橋梁取り付け部の損傷 

洪水が橋台横を洗堀して道路が流出 
写１０ 地方道（舗装）の損傷 

  
写１１ 道路状況調査 写１２ 機材駐機場予定地の状況調査 

    国立公共事業学校の移転先と同じ敷地 

  
写１３ 国立公共事業学校自動車整備コースの

授業（1 年製図）。女性も在籍している 
写１４ バス会社の駐機場・整備工場 
    上記 12 の駐機場予定地と近隣 

  
写１５ 代理店調査。キャタピラーの代理店 

Burkina Equipments 
写１６ 代理店調査。コマツの代理店 
    BIA BURKINA SARL 
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第 1 章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

(1) 道路 

ブルキナファソの道路網は、規格道路（国道・地方道・県道）の約 15,000km と未規格道路（村

道・農林道）約 46,000km で構成されている。規格道路は国際回廊等が含まれ、国道約 6,700km

（舗装率約 50%）、地方道約 3,600km、県道約 5,000km に分類される。これらはインフラ開発省

（Ministre des Infrastructures et du Desenclavement：MID）が所轄し、全国の規格道路は道路維持

管理総局（Direction Generale de l'Entererien Routiner：DGER）が管轄し、その管轄下で地方管理

部局が各地域の規格道路を管理している。 

2014 年の憲法改正（大統領三選禁止条項の改定）に関する国民投票法案をめぐって、デモ隊

が暴徒化するなどの治安が悪化に伴う大統領の辞任や暫定政府の樹立などの社会経済状況、及

び 2016 年来の悪化した治安状況のため定期的かつ一貫性のある道路網の維持管理は行われて

こなかった。このため、道路網の大部分は劣悪な状態にあり、修復のために大規模な工事を必

要としている。また輸出入を支える物流のほとんどを道路輸送に依存していることから、同国

と周辺国を結ぶ国際回廊の整備が、同国及び周辺地域の最優先開発課題の一つとなっている。 
 

表 1-1 道路区分別管理延長（km）（2022 年） 

種類 延長 舗装道路 舗装率(%) 

◆規格道路 15,304 3,642 22.1% 

   国 道 6,728 3,522 49.7% 
   地方道 3,550 76 0.9% 
   県 道 5,026 44 0.3% 
◆非規格道路 46,095 － － 

出典：MID 資料 
 

 
図 1-1 道路網図 出典：MID 資料 
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(2) 橋梁 

橋梁数は約 1 万 7 千橋あり、コンクリート橋が最も多く約 1 万橋、鋼橋も約 2 千橋ある。 
 

表 1-2 橋数別の橋梁数（2022 年） 

橋 種 数 量 

コンクリート橋 9,840 

鋼橋 1,982 

その他（カルバート橋など） 5,270 

PC 橋 なし 

ベイリー橋 なし 

合 計 17,092 

     出典：DGER 資料 

 

  
コンクリート橋 鋼橋 

  

パイプカルバート ボックスカルバート 

出典：DGER 

図 1-2 橋梁及びカルバート 

 

(3) 周辺国との運輸交通状況等 

西アフリカ周辺国との運輸交通状況を図 1-3 に示す。「西アフリカ成長リング回廊整備戦略的

マスタープラン策定プロジェクト」によると、周辺国とは概ね 2 車線道路（片側 1 車線）でネッ

トワークが形成されているが、舗装が劣化した区間や未舗装道路もある。またワガドゥグ市か

らコートジボワールへは鉄道網も構築されている。 

幹線道路における日交通量は、約 3 千台程度となっている。周辺国との往来で重交通が多い
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国は、コートジボアール、ガーナ、トーゴであり、さらには港湾までの通過交通として、マリ

やニジェールの車両が通過していく。 

このようにブルキナファソの道路網は、内陸国と沿岸諸国を結ぶ国際回廊としての重要度の

増加に伴い、特に大型車の交通量増加が見られる。ワガドゥグ市から放射状に伸びる国際回廊

での交通荷重の計測では、重量物車両の 36%が過積載といった過積載車両の急増の状況が確認

されており、道路劣化の一因となるなど道路網維持管理上の大きな課題となっている。治安悪

化や社会経済混乱による維持管理自体の停滞に加え、これら状況による 舗装道路の劣化進行が

危惧されている。 

 

 
図 1-3 周辺国との運輸交通状況 

JICA 報告書1 

(4) 道路維持管理 

DGER 傘下の道路網工営工事局（Direction de la Surveillance du Réseau et des Travaux en Régie：

DSRTR）は 20 名程度の技術者を有するが、アスファルト舗装の維持管理に関する技術不足、

及び維持管理機材を保有しないため直営による道路維持管理は、これまで所掌していない。

DGER によれは舗装道路の損傷としては、ポットホール、わだち掘れ、クラック、亀甲状ひび

割れ、剥離、段差、骨材飛散である。現地調査や写真から判断すると舗装の厚さ不足、品質の

低い舗装、維持管理不足などが原因と考えられる。 

  

 
1 JICA（2018 年）、西アフリカ成長リング回廊整備戦略的マスタープラン策定プロジェクト最終報告書要約編 

出典：JICA 報告書 1 
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ブルキナファソの年間降雨量は 650～1,000mm 程度で、比較的雨量は少ないものの、雨期の

最盛期である 7-8 月には 200mm/月の降雨がある。乾期には水流がほとんどない河川や緩やかな

起伏を伴った地形の谷部・低地に大量の雨水が集まり洪水となり、それらを横断している道路

や接している道路が冠水や流水によって路盤・路床が流出し、道路が損傷する。 

2020 年 8 月には、洪水によって全国の国道や地方道・県道で 170 カ所にも上る道路損傷が発

生し、交通網が寸断された。例年でも雨季に数 10～100 カ所程度の損傷が発生し、2022 年には

通行止めとなる道路損傷が 50 件発生している。 

 

ワガドゥグ市及び近郊は緩やかな起伏を伴う地形であり、市内北部に位置する貯水池（ニュ

ムロ・ダム 1-3）付近や河川、谷部周辺での洪水や、これらに流れ込む流路が道路と交差する水

路の周辺でも道路冠水などの被害が発生している。排水設備が未整備の道路が多いことや、排

水路や横断管が土砂やゴミで埋まって、流路が確保されていないことなども原因となっている。

このようにワガドゥグ市内の洪水は、排水が十分に行われないことによる内水氾濫が主である。

そのため、流速の早い外水氾濫が路盤・路床を損壊させる地方部のような大規模な道路損傷に

はつながらず、冠水による舗装などの路面や路肩の損傷が主である。 

DGER が管轄している市内道路は、放射線状に地方へ延びる国道 1～6 号線及び我が国の支援

によって整備されたタンソババイパスを含む環状バイパス道路（計画延長約 30km）など全体で

約 100km である。これら幹線道路は、ドナー支援によって近年整備が進められており、整備後

は洪水による大きな被害を受けていない。 

 

 
図 1-4 ワガドゥグ市の洪水と被災地の場所（2009 年 9 月 1 日） 

  

出典：OUAGADOUGOU 2050 



- 5 - 

MID が発注する道路補修工事に応札する民間建設会社は全国に数百社あり、地方の工事につ

いても応札者がある。2020 年の実績は、ポットホール・クラック補修等 737m2、路床置換え

232,584m3、路盤置換え 583,182m3、表層の再舗装 256,200m2等となっている。 

基本的に道路維持管理は民間会社に発注し委託しているが、緊急性を要する応急復旧や災害

復旧については、入札手続きや契約までに一年近くの期間を要することが大きな課題となって

いる。また、安全な走行に支障を来すような道路の路面補修についても工事量が少ない場合は、

民間への発注が困難となる。そのため DGER では、各地方へ迅速に派遣可能な直営作業班の設

立を進めている。 

 

1-1-2 開発計画 

(1) 国家開発計画 

ブルキナファソ政府の政策として、国家経済社会開発計画 2016-2020（Plan national de 

développement économique et social：PNDES）では持続可能な経済成長を支援するために、輸送

交通インフラの開発と維持管理を重視している。PNDES を継承した 2020-2025 年の 5 ケ年計画

として PNDESⅡが策定され、その中で第 4軸「経済成長と雇用促進に資するセクターの活性化」

の戦略目標の一つとして、「経済の構造的変革を促進するために、高品質で回復力のあるインフ

ラの開発」を掲げている。また道路分野については、「輸送インフラの品質、信頼性及びアクセ

ス可能性を改善すること」を目標として掲げている。 

PNDESⅡの実施において、ブルキナファソインフラ開発省が定めた道路維持管理に関して実

現すべき目標は、年間を通じて通行可能なように道路網を適正な状態に維持することにある。

このため、ブルキナファソ政府は 2016 年より公共投資プログラムを通じて、道路網の保護のた

めに毎年割り当てる資金のレベルを上げるべく努力をしている。 

 

(2) 道路セクターにおける開発計画 

ブルキナファソ政府は長期的視点に立った「ブルキナファソ交通セクター戦略 2011-2025 年

（Stratgie de Dveloppement du Secteur des Transports au Burkina Faso 2011-2025）」を策定し、その

サブセクターである都市間及び国際道路交通に関する戦略方針を以下のように定めた。  

 道路網の開発及び強化  

 国際回廊地帯の通行状況の改善  

 道路設備の管理強化  

 旅客・物流など交通サービスの競争力向上  

 地域統合の補強 
 

また MID は、PNDES と上記交通セクター戦略を受け、道路開発プログラム 2021-2025

（Programme National Routier 2021-2025）を発表している。このプログラムは、PNDESⅡの目的

達成のため、優先すべきセクターの行動及び措置を策定している。また、プログラムは道路維

持管理に特化したコンポーネントと道路建設に特化したコンポーネントが含まれている。 
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1-1-3 社会経済状況 

(1) 社会経済状況 

西アフリカに位置するブルキナファソは、人口約 2,277 万人2で、6 か国と国境を接する内陸

国である。同国の首都ワガドゥグ市は、西アフリカ経済通貨同盟（UEMOA）の本部を擁し、コー

トジボワール、ガーナ、トーゴ等の沿岸国とニジェール、マリ等の内陸国を繋ぐ物流の結節点

としての機能を担っている。 

1980 年代半ばまで、比較的良好な経済パフォーマンスを見せ、1984 年のサンカラ政権成立後、

社会主義経済体制下で、公共部門の拡大、公共支出・投資の拡大などが実施された。1987 年の

軍事クーデター以降は、世銀・IMF 等からの支援も開始され、1991 年に最初の構造調整計画が

開始された。以降、政府は財政不均衡や国際収支の是正、民間部門の強化等各種政策を実施し

ている。1994 年の CFA フランの切り下げ後も、その衝撃を吸収するのに成功し、西アフリカ諸

国の中では比較的良好なパフォーマンスを見せている。 

2022 年の GDP は 195.7 億米ドル 2、一人当たりの GNI は 860 米ドル 2 である。GDP の構成比

率3は、農林水産業 17.5%、鉱業、電力・ガス・水・熱等産業 19.2%、製造業 9.5%、建設業 3.2%、

商業、飲食・宿泊業 9.0%、運輸・倉庫業、通信業 4.2%、その他サービス業 28.8%となっている。

人口の約 80％以上が自足農業に従事しており、綿花、アワ、トウモロコシ、イモ類が栽培され、

牛、山羊が飼育されている。商品作物としては綿花、シャナット（採油用種子）、落花生、ゴマ

などが栽培されている。しかしいずれも生産性が低く、干ばつの影響を受けやすいため、飢餓

状態に陥ることもある。工業は未発達で、出稼ぎと主に EU からの援助への依存が大きい。金

とマンガン鉱脈が発見され期待がかけられている。 

ブルキナファソの経済は綿花及び金の輸出を中心として堅調な成長を遂げており、金は国の

総輸出収入の約 4 分の 3 を占めている。2020 年は COVID-19 の影響もあり経済成長率は 1.9％

となったが、2021 年は 6.9%となっている。貿易総額4は輸出が 50.6 億米ドル、輸入が 47.1 億米

ドルとなっている。主要な輸出品目は金、綿花で輸入品目は石油製品械類、輸送用機器。主要

貿易相手国 4 としては輸出が、スイス、インド、シンガポールで輸入が中国、コートジボアー

ル、フランスとなっている。 

ブルキナファソの行政区分は、13 の地方（région）、45 の県（province）、301 の郡（département）

の行政 区域に分割されている。国内に約 60 の民族が居住し、40％以上はモシ（Mossi）が占め

る。その他にプル（Peulh）、トゥアレグ（Touaregue）などがある。宗教では、イスラム教が 60％、

カソリックが 19％、アミニズムが 15％、プロテスタントが 4％である。 

 

  

 
2 2022 年 IMF 
3 2021 年 UN（合計 91.4%） 
4 2021 年 ITC 
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(2) 貧困削減・ジェンダー 

2000 年にはサブサハラで 2 番目に貧困削減戦略文書（PRSP）を策定した。ブルキナファソに

よる経済改革、民主化努力は、世銀、IMF 等を含む諸パートナーからも高く評価されている。

一方、人間開発指数は 191 カ国中 184 位（2021 年 UNDP）で、内陸国であることも経済の発展

を妨げている。貧困率5は 41.4％であり、国民の半分近くが貧困状況にある。PNDESⅡでは７つ

の成果の一つとして「人口の健康状態と生活条件が改善され、不平等が減少する」を掲げてお

り、そのために貧困の発生率を 2018 年の 41.4％から 2025 年には 35％未満に減らす。また貧困

の発生率が全国の貧困率よりも高い地域の平均貧困率を 2018 年の 53％から 2025 年の 42％と

し、 家計所得の不平等のジニ係数を 2018 年の 0.38％から 2025 年の 0.30％にすることを具体的

な目標としている。2018 年に承認された新しい 3 年間の IMF プログラム（2018-2020）により、

政府は財政赤字を削減し、社会福祉と優先的な公共投資への重要な支出を維持することとして

いる。 

PNDESⅡでは、第 3 軸「人的資本の発展と国家の連帯を強化する」を掲げ、そのために、性

別及び性別に関連する不平等はすべてのレベルで減少させ、「ジェンダーの平等と女性と女児の

エンパワーメントを促進する」ことを戦略目標としている。具体的には女性の学校教育、土地

所有、銀行や国からの融資へのアクセス改善、また国会議員の女性の割合を 2020 年の 26.4％か

ら 2025 年の 30％まで増やし、暴力に対する女性被害者の減少を目標とし、これら実施のため

にジェンダーに配慮した予算を適用する省庁の割合の改善、地方自治体や地区の若者のための

社会教育インフラの建設と設備を進めることとしている。 

 

1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

ブルキナファソは周辺を 6 か国に囲まれる内陸国であり、首都のワガドゥグ市は、ブルキナ

ファソの南に位置するコートジボワール、ガーナ、トーゴ及びベナンの沿岸国、並びに北に位

置するニジェール及びマリの内陸国を繋ぐ物流の結節点としての役割を担っている。ブルキナ

ファソでは、物流の 80%以上が道路輸送に依存しており、新型コロナウイルス感染症の影響に

より貨物輸送量は一時的に減少しているものの、道路輸送量は 2016 年～2021 年で毎年約 10%

以上増加しており、結節点としての役割や道路輸送の重要性が大きくなっている。ブルキナファ

ソ政府は、国家開発計画である「国家経済社会開発計画（2021 年～2025 年）」の重点戦略の一

つとして「経済成長と雇用促進に資するセクターの活性化」を掲げ、運輸交通インフラ整備及

び維持管理を推進し、年間を通じて道路網を適切な状態に維持することを目指している。  

首都のワガドゥグ市は、2016 年から 2020 年にかけて人口が約 48%増加し、その結果、2018

年には交通量が約 1.4 万台/日に達する等、交通需要が急増している。一方、増大する交通需要

に輸送インフラ整備・維持管理が追いついておらず、全国の規格道路のうち、適切な状態に保

たれた舗装道路は総延長 3,642 km のうち約 24%に留まり、道路損傷が深刻な状況にある。 

国道である全国の幹線道路は、概ね 2 車線であるが、未舗装道路が約 50%を占める。舗装区

間についても劣化が進行している。幹線道路における日交通量は、約 3 千台程度であり、周辺

国間の物流の通過道路として貨物輸送が多くみられる。近年、これら貨物車両の過積載が増加

し、道路が劣化する一因となり、道路維持管理上の課題となっている。また、たびたび発生す

 
5 2018 年 WB（貧困線 US$1.90/日以下） 
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る洪水によって道路が損傷し、通行止めなど交通に大きな支障を来している。 

ブルキナファソ政府は、5～10 年の期間で定期的な道路補修のための定期維持管理作業及び

道路損傷が発見された際の補修、並びに急を要する整備作業を民間へ外注しているが、業者選

定から工事開始まで 1 年程度を要するため、時宜を得た日常整備作業が実施できず、2018 年は

全国で約 50 件の洪水等で損傷した道路が補修されないままであった。また、道路が補修されな

いまま損傷が進行し、その結果、大規模な改修が必要となり維持管理費用の増加に繋がるケー

スもある。ブルキナファソ政府は、調達法規や契約手続きの早期化に関する取組みを進める予

定であるものの、急を要する整備作業に関しては即時の対応が求められる中、インフラ開発省

DGER にこうした作業を直営で実施する道路維持管理作業班を設立する準備を進めている。し

かしながら人員と維持管理予算の目途はついているが、保有機材の不足により、計画的に道路

維持管理を実施するには至っていない。このような背景より、無償資金協力により道路維持管

理作業班の道路維持管理機材を整備し、DGER が管轄している全国の規格道路（国道、地方道、

県道）における道路維持管理状態の改善を図り、内陸国であるブルキナファソの輸送コスト削

減を通じた西アフリカ成長リングにおける地域連結性の向上に貢献することを目指し、要請が

なされた。 

 

1-3 我が国の援助動向 

我が国の主な援助概要（運輸交通分野）は、表 1-3 の通りである。 

 

表 1-3 我が国の援助概要（運輸交通分野） 

協力内容 実施年度 案件名／その他 概要 

開発調査 2015～2017 年度 
西アフリカ成長リング回廊整備戦略

的マスタープラン策定プロジェクト 

ブルキナファソを含む 4 カ国（コート

ジボワール、ガーナ、トーゴ）に跨る 3
つの国際回廊の地域開発戦略、回廊開

発計画の策定 

技術協力 

プロジェクト 
2021～2024 年度 道路維持管理能力向上プロジェクト 

アスファルト道路の維持管理実施体制

の構築及び同管理技術の改善 

無償資金協力 
2019 年度 経済社会開発計画（令和元年） 

スタビライザー等の道路整備機材の調

達 

2017～2022 年度 
ワガドゥグ東南部タンソババイパス

道路 改善計画 
6.97km（片側 2 車線）の道路整備 

出所：JICA 資料から調査団作成 

 

1-4 他ドナーの援助動向 

ブルキナファソの道路セクターに対する主なドナーは、西アフリカ開発銀行（BOAD）、アフ

リカ開発銀行（AfDB）、世界銀行（WB）、イスラム開発銀行（IsDB）などで、ワガドゥグ市内

の幹線道路や国際幹線道路の道路改修や建設を支援している。 

道路維持管理機材に係る他ドナーの支援は行われていない。 
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第 2 章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織体制 

(1) インフラ開発省 

インフラ開発省（MID）は大臣、官房室及び次官室と政策担当部局の流れの下に、4 つの実務

部局が置かれている。4 つの実務部局はそれぞれ、地方管理部局、中央部局、付属機関管理部局

及び各種調整部局である。 

このうち、図 2-1 に示すとおり、中央部局に属する技術総局は 5 つの局によって構成されて

いる。それらは、規格・技術調査管理総局（DGNET）、道路インフラ総局（DGIR）、道路維持管

理総局（DGER）、農道総局（DGPR）、鉄道インフラ・航空・港湾局（DGIFAM）である。 

 

 

図 2-1 インフラ開発省組織図 

 

(2) 道路維持管理総局 

道路維持管理総局（Direction Generale de l'Entererien Routiner：DGER）は、全国の規格道路の

資産価値の保護と維持管理政策実施を担う。具体的には以下の主な役割を担う。 

① 規格道路網における降雨による障害、交通量調査監理 

② 規格道路の維持管理に係る戦略と規格の適用 

③ 地方管理部局が実施する道路の日常、定期維持管理の監理 

④ 定期維持管理工事書類の分析 

⑤ 道路維持管理工事計画とその準備 

⑥ 規格道路網における交通障害による緊急対策の実施とその準備 

　　　出典：MID資料から作成
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DGER が管轄する全国の規格道路（国道、地方道、県道）の日常的な道路点検は、地方管理

部局の地方インフラ局（DRID-C）とその出先機関の県インフラ局（DPID）が実施し、補修が必

要な区間・損傷状態を DGER に報告・予算申請を行う。DGER は全国から上げられた要請の優

先順位を付け、必要性の高い区間について工事費の積算を行ったうえ、例年 8-9 月に付属機関

監理部局のブルキナファソ特別道路基金（Fonds Spécial Routier du Burkina：FSR-B）に対して予

算申請を行う。FSR-B は道路全体にかかる予算を管理しており、DGER との折衝で次年度の道

路維持管理予算を 12 月までに決定する。予算の申請額が全額認められることはなく、例年、申

請に対して 30％程度が認められるに過ぎないため、DGER が地域ごとの予算割り振りを再度行

うこととなる。補修対象の道路区間が決定した後、DGER は工事の入札書類を作成し、MID が

入札を実施する。施工中は DRID-C や DPID の職員が現場を確認し、DGER に報告をあげるこ

とで工事の監理を行っている。必要な場合は DGER 職員も随時現場の確認を行う。 

民間業者に発注する日常維持管理の内容は主に路肩・側溝の清掃や整備及び走行に支障を来

すようなポットホール等の路面補修である。定期維持管理の内容は主に定期的（3～10 年に 1 回

程度）に実施する舗装路面の大規模な打ち換え整備及び未舗装路面の不陸整形や転圧である。 

DGER には、本局の管理部署と道路維持管理に関する具体的な活動を行う道路網工営工事局

（Direction de la Surveillance du Réseau et des Travaux en Régie：DSRTR）と維持管理工事局

（Direction des Travaux d'Entretien：DTE）に分かれている。 

ブルキナファソでは 1990 年代に IMF の指導により国営業務の民営化が促進され、直営で行っ

ていた MID の道路維持管理分野も民間企業へ発注することとなった。しかし、災害復旧や迅速

な対応が必要な補修工事については発注まで時間を要するため、それらに DGER が直接対応で

きるよう、傘下に DSRTR が 2016 年に新設された。DGER の組織図を図 2-2 に示す。 
 

 
図 2-2 DGER 組織図 

 
DTE は民間に発注した工事について、地方管理部局からの報告や実際の現場確認によって施

工監理を実施している。 

DSRTR は道路網全体の管理や緊急対応が必要な補修や災害復旧の対応を行う。本プロジェク

トの機材を用いる直営作業班は DSRTR の工営工事部（Service des travaux en Régie：STR）に組

織されている。 

En:技術系職員 59名
Ad:管理系職員 36名
（2023年6⽉現在）

出典：DGER資料から作成
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2023 年 8 月時点で直営作業班は 16 名のオペレータ作業員で構成され、表 2-2 に示す関連無

償及び図 2-4 に示す関連技プロで調達された機材を保有している。 

 

2-1-2 道路維持管理にかかる財源と予算 

DGER が管轄している全国の規格道路を維持管理するための財源は基本的に FSR-B によるも

ので、不足分は国費で賄われる。基金の収入は、その大半を燃料税と道路通行料や過積載の違

反金による。幹線国道は有料であり、一定区間毎に料金所が設置されている。50km 当たりの料

金は、中型 200CFA、大型 1,000CFA で、その他規格で料金が分かれている。交通量の増加に

伴って、FSR-Bの資金も増加傾向となっている。2016年から資金は財務省を経由することなく、

FSR-B が直接管理するようになっている。 

以下にインフラ省及び DGER の道路維持管理予算を示す。 

 

表 2-1 インフラ省予算 

 

 

表 2-2 道路維持管理予算（DGER） 

（単位 上段：百万 CFA、下段：円換算（百万円）） 

費 目 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 2022 年 

道路維持管理支出 32,687 
6,537 

4,904 
981 

90,330 
18,066 

56,805 
11,362 

25,593 
5,119 

日常維持管理 16,081 
3,216 

0 
0 

34,900 
6,980 

20,218 
4,044 

25,593 
5,119 

  定期維持管理 16,606 
3,321 

4,904 
981 

55,430 
11,086 

36,587 
7,317 

0 
0 

予算財源 32,687 
6,537 

4,904 
981 

90,330 
18,066 

56,805 
11,362 

25,593 
5,119 

FSR-B 出資 16,081 
3,216 

0 
0 

71,638 
14,328 

56,805 
11,362 

25,593 
5,119 

インフラ開発省 

一般財源 

16,606 
3,321 

4,904 
981 

18,692 
3,738 

0 
0 

0 
0 

出典：DGER 資料から作成（1CFA=約 0.2 円） 

 

  

（単位：百万CFA）

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

道路施設費 198,667 117,586 53,187 54,875 69,330

鉄道、空港、水運施設費 3,000 0 21,133 20,198 21,925

未舗装道路網開発費 0 0 31,774 500 1,218

運営管理費（人件費等） 1,700 1,900 2,200 2,600 3,000

百万CFA 203,367 119,486 108,294 78,173 95,473

百万円 40,673 23,897 21,659 15,635 19,095

　出典：DGER資料から作成（1CFA=約0.2円）

合　計

費　目
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2019 年については、治安悪化に伴い日常維持管理は実施できず、定期維持管理もわずかな実

施であったため、道路損傷が進行し、現状として多くの損傷が残っている。 

災害復旧にかかる支出のうち、緊急的な復旧工事は主に日常維持管理予算から配賦し、仮復

旧後の本格的な復旧工事は主に定期維持管理予算から配賦しているが、明確な区分はされてお

らず工事規模や工種、予算状況に応じて対応している。また 2020-21 年は例年と比較して道路

災害が多かったため、道路維持管理支出も多くなっている。 

 

上記の表 2-2 に示した DGER の道路維持管理支出のうち、13 地方毎に累計が可能な日常維持

管理支出を表 2-3 に示す。なお、定期維持管理支出については、道路路線毎に計画・配賦され

るため地方毎の累計はできないとのことであった。 

 

表 2-3 地方別道路維持管理予算 

 

 

（単位：百万CFA）

No. 地方名 費目 2020年 2021年 2022年

1 ブクル・デュ・ムウン地方 日常維持管理 3,627 1,875 2,937
Boucle du Mouhoun 全国割合（％） 10.4% 9.3% 11.5%

2 カスカード地方 日常維持管理 1,556 1,210 1,705
Cascades 全国割合（％） 4.5% 6.0% 6.7%

3 中部地方 日常維持管理 1,244 1,675 1,103
Centre 全国割合（％） 3.6% 8.3% 4.3%

4 中東部地方 日常維持管理 2,732 1,860 1,641
Centre-Est 全国割合（％） 7.8% 9.2% 6.4%

5 中北部地方 日常維持管理 2,041 1,425 1,481
Centre-Nord 全国割合（％） 5.8% 7.0% 5.8%

6 中西部地方 日常維持管理 3,095 1,762 2,714
Centre-Ouest 全国割合（％） 8.9% 8.7% 10.6%

7 中南部地方 日常維持管理 1,712 1,465 1,602
Centre-Sud 全国割合（％） 4.9% 7.2% 6.3%

8 東部地方 日常維持管理 4,156 1,560 2,266
Est 全国割合（％） 11.9% 7.7% 8.9%

9 上流域地方 日常維持管理 2,923 1,351 2,865
Hauts-Bassins 全国割合（％） 8.4% 6.7% 11.2%

10 北部地方 日常維持管理 2,304 1,934 1,706
Nord 全国割合（％） 6.6% 9.6% 6.7%

11 中央大地地方 日常維持管理 2,554 1,513 1,750
Plateau-Central 全国割合（％） 7.3% 7.5% 6.8%

12 サヘル地方 日常維持管理 4,351 1,230 1,516
Sahel 全国割合（％） 12.5% 6.1% 5.9%

13 南西部地方 日常維持管理 2,605 1,358 2,307
Sud-Ouest 全国割合（％） 7.5% 6.7% 9.0%

合　計 日常維持管理 34,900 20,218 25,593
全国割合（％） 100.0% 100.0% 100.0%

出典：DGER資料から作成
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図 2-3 ブルキナファソの地方行政区分 

 

地方別の日常維持管理費については特に地域による大きな偏りは見られず、ほぼ均等に支出

されている。年によって傾向は異なるが、2020 年に比較的多くの支出がみられるのは、①ブク

ル・デュ・ムウン地方、⑧東部地方、⑫サヘル地方となっている。これら地方は面積が広い地

方であるため、比例して道路の維持管理費も多くなるためと考えられる。道路災害についても

全国的に隔たり無く発生するため、将来的に DGER は各地方に直営作業班を設立することを検

討している。 

直営作業班に必要な予算については、通常の道路維持管理費予算に加えて FSR-B が配賦する

こととしており、2023 年は駐機場の整備のために約 4 億 CFA（約 8,000 万円）が配賦された。 

本調査により調達予定機材の機種・台数が確定後、DGER は新たに必要となる人員数と機材

の運営維持管理費（年間）を算定し、予算申請する予定としている。 

 

2-1-3 既存機材・施設 

DGER が保有する機材は、2020 年まで道路点検用のピックアップトラックが 5 台のみであっ

たが、2021 年～2022 年にかけて我が国の支援によって表 2-4 に示す機材が調達された。 

 

(1) 経済社会開発による調達機材 

我が国外務省はブルキナファソに対して、令和元年度無償資金協力（経済社会開発計画：旧

ノンプロ無償）（以下、関連無償）によって道路維持管理機材の調達を実施し、2021 年 12 月ま

でに以下の機材が DGER に引き渡された。これら機材は損傷した道路の舗装と路盤を破砕混合

し、路盤を再生する路上再生路盤工法の機材編成となっている。DGER はこれら機材について

も直営作業班で活用する計画をしている。 

これら機材の運用管理組織は、調査時点（2023 年 6 月）では形成されていないが、DGER は

本プロジェクトの要員と合わせて 2024 年 4 月頃までには組織する予定としている。 
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表 2-4 関連無償による調達機材 

機材名 メーカー・機種 基本仕様 数量 使用目的 

モーターグレーダ コマツ GD555-5 ブレード幅 3.7m 1 台 
路床及び路盤の不陸整形、路床

材及び路盤材の敷均し 

ホイールローダ コマツ WA380-5 バケット容量 3.3m3 1 台 切土積込み作業及び材料積込み 

振動ローラ サカイ SW652H-1K 重量 8t 1 台 
路床材、路盤材及び舗装材の締

固め 

ロードスタビライザ サカイ PM550-S 
重量 22t 

ロータ幅 2m 
1 台 

セメント等を使用した路盤安定

化処理 

As 乳剤 

タンクトラック 

範多 AR-60DT 

日野（シャーシ） 

容量 6,000 L 

駆動 4x2 
1 台 

ロードスタビライザへのAs乳剤

の供給。舗装作業時のプライム

コート及びタックコートの散布 

ダンプトラック 三菱ふそう 
積載容量 10m3 

駆動 6x4, 5tクレーン 
1 台 材料の運搬 

トラクタートラック

＋セミトレーラ 
三菱ふそう 

積載容量 30t 

デッキ長 8m 
1 台 重機類の運搬 

土木試験機材 － － 1 式 路盤再生工法に必要な試験機材 

 

  
右：モーターグレーダ 
左：ホイールローダ 
DGER 事務所敷地 

ロードスタビライザ 
DGER 駐機場予定地 

左写真の機材もここに移動された 
 

図 2-4 経済社会開発計画による調達機材 

 

(2) 関連技プロによる機材供与 

JICA が 2021 年 3 月から実施している「ブルキナファソ国道路維持管理能力向上プロジェク

ト」（以下、関連技プロ）では、カウンターパートの一つである DGER への道路維持管理に関

する技術移転と直営作業班の設立を進めることとしている。関連技プロでは、ポットホール等

の路面補修を行うための以下に示す機材を供与し、2023 年 6 月現在、OJT によって供与機材を

活用した道路の日常的な補修方法の技術移転をカウンターパート（16 名）に実施している。 

現状では、関連無償と関連技プロで調達されるこれら機材が DGER の保有機材となる。 

 

 

 

出典：調査団 
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ﾊﾝﾄﾞﾌﾞﾚｰｶ×2 ｴｱｰｺﾝﾌﾟﾚｯｻ×1 ｱｽﾌｧﾙﾄｶｯﾀ×1 ﾊﾝﾄﾞｶﾞｲﾄﾞﾛｰﾗ×1 

    
振動ｺﾝﾊﾟｸﾀ×1 ｱｽﾌｧﾙﾄｽﾌﾟﾚｲﾔ×1 ｸﾚｰﾝ付ｶｰｺﾞﾄﾗｯｸ×1 ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ×1 

図 2-5 関連技プロによる供与機材 

 

2-1-4 国立公共事業学校によるメカニック、オペレータの養成状況 

(1) 学校の概要 

国立公共事業学校（Ecole Nationale des Travaux Publics：ENTP）は 1975 年に当時の機材省の

もと、土木施工、機材整備の専門学校として設立された。その後、1998 年から ADB による支

援が開始され、インフラ開発省のもと、ENTP は、機械工学、建築、都市計画、測量、土木工学

の技術者を養成する国立公共事業学校となった。 

ENTP には、土木工学、都市計画等の技術者の能力向上を目的としたコースと、高校卒業生

を対象とした技術者養成コースの二つがある。技術者養成コースには、自動車整備、土木施工、

測量の 3 つのコースがある。自動車整備コースは 1 学年 30 名で、2 年で自動車整備士の資格

が、3 年でエンジニアの資格が取得できる。自動車整備コースに、2 つの教室と 4 つの作業ベイ

6（2 つの作業ベイにはピット7がある）が設置された実習場、さらに自動車装置のカットモデル

がある教材室がある。土木施工コースは 3 年制で、エンジニア資格を取得でき、卒業生の多く

は MID に職を得ている。DGER、DSRTR、DTE のエンジニアの多くは、ENTP 卒業生である。

また、ENTP では MID への内定職員のトレーニングや現職職員の再教育も実施している。建設

機械オペレータの短期養成コースは、トレーニングに必要な機材の故障のため、2018 年から中

断されているが、現在、機材や施設を修理中で遅くとも 2025 年中にもコースを復活させる予定

としている。 

ENTP の学生は、土木施工、測量コースの現場実習のため、市内の道路施工に従事すること

になっている。ENTP が保有する道路施工用機材（ホイールローダ、エクスカベータ、ブルドー

ザ、モーターグレーダ、ロードローラ）の修理が終わり次第、実習が開始される予定である。 

 

 

 
6 建機・車両 1 台を整備するための作業スペース 
7 機材下面を点検整備するための床面に掘られた溝 

出典：調査団作成 
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自動車整備コース実習室 

機械モデル等の教材は老朽化している 
自動車整備コースの授業（1 年製図） 

女性も在籍している 
 

図 2-6 ENTP の状況 

 

2-1-5 公共交通バス会社の状況 

(1) 会社の概要 

本プロジェクトの実施機関である DGER の駐機場は、以下に説明するバス会社の整備工場に

隣接しており、機材整備などにおいて DGER とは協力体制が構築できる。 

ワガドゥグ公共交通バス会社（Société de Transport en Commun de Ouagadougou：SOTRACO）

は 12 の民間企業 75％、ワガドゥグ市 15％、ブルキナファソ国 10％、その他ベルギー国からの

出資で 2003 年に設立された公共交通バス公社である。その後、2018 年に 120 台の Ashok Leyland

バス（インド製）が導入された際、現在の整備工場が建設され、国内 4 地域（Ouagadougou、

Bobo Dioulasso, Koudougou, Ouahigouya）で市内路線、地方路線、国際路線を運行している。ワ

ガドゥグ市内では 12 路線が運行され、2021 年にトーゴ国との国際路線のため、5 台の ANKAI

（中国製）が導入された。 

 

(2) バスの整備状況等 

保有バス台数 140 台（Ashok Leyland 120 台、JAC（中国製） 20 台）のうち、90 台がワガドゥ

グ市内で使用されている。しかし、バスの約半数は故障中であり、現時点での運行台数は、50

台前後で、すでに部品取り車両となっているバスが見られる。特に、中国バスのエンジン、ト

ランスミッションに故障が多発しているが、部品を調達できず修理できない状態が続いている。

2023 年にスウェーデン国からの支援により、300 台のバスの導入と新規整備工場の設立が予定

されている。 

ワガドゥグ整備工場の整備士数は 20 名（一般整備 13 名、電装整備士 3 名、タイヤ整備士 2

名、板金溶接整備士 2 名）である。整備士は公募で募り、書類審査、面接、実技試験を実施し、

採用している。ブルキナファソ国営の研修制度（FAFPA）を利用して必要に応じて技術研修を

実施している。 

バスの平均走行距離数は 1 日 250km、1 ヶ月 7,500km である。頻度は少ないが、整備費用の

うち大きな金額を占めるのが、エンジン、トランスミッション、クラッチの分解整備費である。

定期点検は 10,000km 走行毎に実施され、エンジンオイル交換は 10,000km 走行毎、トランスミッ

ション、ディファレンシャルオイルは 40,000km 毎に交換される。タイヤは平均、1 年に 1 回交

換される。1 本の価格は、250,000～400,000CFA（5～8 万円）である。フロントガラスの損傷が

出典：調査団 



- 17 - 

多発しているが、純正部品が入手できないため、現地で入手したフロントガラスを加工して対

応している。 

 

(3) SOTRACO との協力 

DGER の新規機材駐機場・整備工場は SOTRACO バス整備工場と隣接しているため、整備工

場の設立や整備技術についての協力体制の構築が可能である。SOTORACO 側からも、バスを運

行する地方道が整備されることが期待されていることから、DGER の新規整備工場の設立に関

して、STORACO からの支援と協力を行うとの言及があった。 

 

  
SOTRACO の駐機場・整備工場 

 
ピット付の整備工場 

  
バス整備作業 

 
故障中の中国製バス 

図 2-7 公共交通バス会社の状況 

 

  

出典：調査団 



- 18 - 

2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

本プロジェクトで調達される機材の駐機場は、ワガドゥグ市内の MID 所有の土地、約 14ha

が確保されている。この敷地には、MID 傘下の国立公共事業学校である ENTP も 2024 年中を

目途に移転を進めている。敷地へのアクセスは、幅 10m の道路が整備されている。電力は敷設

済みであり、給水については井戸によって賄う予定となっている。また、駐機場には屋根付き

のガレージと部品倉庫、修理工場、管理棟などが建設される。2023 年 6 月現在、建設請負会社

が入札により決定し、2024 年中の完工を予定している。 

 

2-2-2 自然条件 

(1) 地形 

ブルキナファソは、北西をマリ、東をニジェール、南をコートジボアール、ガーナ、トーゴ、 

ベナンの 6 ヵ国と国境を接するサハラ砂漠南部に位置する内陸国である。国土総面積は

274,200km2で、日本の約 7 割に相当する。 

国土は標高 180m から 300m ほどの高原をなしており、全体的に起伏が乏しく平坦な地形をし

ている。西部には丘陵が存在するが、国土の最高地点でも 749m にすぎない。国土はモシ高原を

中心とした広大な高原状の地形で南に向かってゆるやかに傾斜している。この高原をボルタ川

支流の赤ボルタ、黒ボルタ、白ボルタが南流する。そのうち水が年間を通じて流れているのは

黒ボルタだけである。これらの河川はガーナ国内で合流し、最終的にはギニア湾に注ぐ。 
 

 
図 2-8 ブルキナファソの地形 

  

出典：WEB から調査団作成 



- 19 - 

(2) 気候 

ブルキナファソの気候は大まかに 3 つの気候帯に区分され、北端から年間降水量が 600 mm

以下の乾燥気候であるサヘル帯、600～900 mm のスーダン・サヘル帯及び 900 mm 以上の亜熱

帯気候であるスーダン気候帯に分類される。 

図 2-9 に示すとおり、最も気温が高い時期は、4 月頃で最高気温が 40℃以上となる。気温が

低い時期は、12 月頃で最低気温が 15℃近くなる。平均気温は概ね 28℃前後である。降雨につい

ては、雨季にあたるのが 6～9 月の間で、7～8 月については 200mm/月程度に達する。 
 

 
図 2-9 ワガドゥグ市の気温・降水量 

農林水産省報告書8 

2-2-3 環境社会配慮 

本プロジェクトは「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月）が掲げる環境や

社会への影響を及ぼしやすいセクター・特性、及び影響を受けやすい地域に該当せず、環境や

社会への望ましくない影響は最小限か、あるいはほとんどないと判断されるためカテゴリ C と

している。また、現地調査によって道路維持管理機材の調達による環境社会影響がないことを

確認した。 

 

2-3 当該国における無償資金協力事業実施上の留意点 

DGER の監督官庁となる MID は、我が国の無償資金協力「ワガドゥグ東南部タンソババイパ

ス道路 改善計画」（2017 年 E/N）を実施しているため、無償資金協力のスキームを理解してい

るとともに、必要な諸手続き（B/A、A/P 等の銀行手続きなど）の経験を持つ。また、「経済社会

開発計画（令和元年）」（2019 年）の道路整備機材調達においては、円滑な免税手続きを実施し

ている。これらより、基本的には無償資金協力事業実施上の大きな留意点はないと考えられる。 

 

  

 
8 農林水産省（2011 年）、平成 22 年度海外水産業協力基礎調査委託事業ブルキナファソ 

出典：農林水産省報告書 5 
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2-4 その他（グローバルイシュー） 

2-4-1 ジェンダー主流化 

調査団と DGER は、DGER による道路維持活動に関してジェンダー主流化を考慮すべきであ

ることを確認した。また双方は、道路維持管理活動において以下に示すようなジェンダー対応

活動が考えられることで合意した。 

 道路維持管理活動への女性の参加を促進する 

 トイレ、独立した更衣室／スペース、夜間照明など、女性職員にとってより安全で適切

な作業条件／環境を提供する 

 

2-4-2 貧困削減への貢献 

本プロジェクトの実施により円滑な国内交通が確保され、学校や病院等の社会インフラへの

アクセスが向上する。また、経済活動への裨益も見込まれ、成長が促されることから貧困削減

にも寄与すると考えられる。 
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第 3 章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

ブルキナファソでは 1990 年代に IMF の指導により民営化が促進され、MDI の道路維持管理

分野も民間会社へ発注されることとなった。しかし、災害復旧や迅速な対応が必要な補修工事

を民間委託する場合、調査設計から入札・発注まで 1 年程度を要し、迅速に対応することが困

難である。また、緊急性を要するが工事数量が小さく、入札には適さない規模の道路損傷もあ

る。現状では、これらの復旧や補修に迅速に対応できないため、幹線道路の寸断や走行困難な

状態が長期間に及ぶこととなっている。そのため DGER は、2016 年、DSRTR を組織し、傘下

に直営作業班を設立することを進めている。現在、人員と維持管理予算の目途はついているが、

保有機材の不足により、計画的に道路維持管理を実施するには至っていない。このような背景

より、無償資金協力により道路維持管理作業班の道路維持管理機材を整備し、DGER が管轄し

ている全国の規格道路（国道、地方道、県道）における道路維持管理状態の改善を図り、内陸

国であるブルキナファソの輸送コスト削減を通じた西アフリカ成長リングにおける地域連結性

の向上に貢献することを目指し、要請がなされた。 

本プロジェクトは、DGER に対して道路維持管理機材を整備することにより、全国の規格道

路における道路維持管理状態の改善を図り、もって内陸国であるブルキナファソの輸送コスト

削減を通じた連結性の向上に貢献するものである。 

 

3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1 設計方針 

(1) 基本方針 

本プロジェクトはブルキナファソ全土の DGER が管轄する道路を対象とする。以下に協力

対象範囲として要請機材の妥当性について述べる。 

DGER の直営作業班が対象とする緊急性を要す道路補修は、①洪水による損壊で車両通行

が遮断された道路の災害復旧、及び②車両の安全な走行に支障を来すような路面（舗装・土

道）補修に必要な、表 3-1 に示す機材である。 

 

表 3-1 要請機材の使用目的 

 機 種 使用目的 

1 モーターグレーダ ① ②-2 路床・路盤・路面整形 

2 ホイールローダ ① ②-2 土砂積込 

3 エクスカベータ（ブレーカ付き） ① ②-2 土砂掘削 

4 ブルドーザ ① ②-2 押土 

5 土工用ローラ ① ②-2 路床・路盤・路面締固め 

6 コンバインドローラ ① ②-2 舗装路面締固め 

7 ダンプトラック ① ②-1 ②-2 土砂運搬 

8 トラクタートラック＋セミトレーラ ③ 機材運搬 

9 給水タンク車 ③ 水運搬・散水 

10 燃料タンク車 ③ 燃料運搬 

11 セルフローディングコンクリートミキサ ① ②-2 コンクリート製造 

12 可搬式アスファルトプラント ① ②-1 アスファルト製造 

13 道路メンテナンストラック ②-1 舗装路面補修 



- 22 - 

 機 種 使用目的 

14 カーゴトラック（クレーン付き） ③ 資機材運搬 

15 ハンドガイドローラ ②-1 舗装路面締固め 

16 アスファルトカッタ ②-1 舗装切断 

17 プレートコンパクタ ②-1 舗装路面締固め 

18 照明付き発電機 ③ 夜間照明 

19 維持管理機材（コンテナワークショップ等） ③ 機材整備（駐機場） 

20 モバイルワークショップ ③ 機材整備（サイト） 

凡例 ①：災害復旧、②-1：路面補修（舗装）、②-2：路面補修（土道）、③：支援作業 

 

上記表に示すように、要請機材は DGER が目的とする災害復旧、路面補修（舗装、土道）

及び、それらの作業を支援（資機材運搬、照明、整備）するための機材であり妥当である。

よって、要請機材の仕様・台数等について機材計画を行う。また、関連無償で調達された機

材との重複を避け、本プロジェクトでの活用も考慮した機材計画とする。 

 

(2) 自然環境条件に対する方針 

ブルキナファソの地形は比較的平坦であるが、道路排水が悪く雨季は道路（土道）が泥濘

化する。よって、モバイルワークショップについては、災害復旧中の悪路を走行する必要が

高いため四輪駆動（4WD）とする。また、最高気温が 40℃を超えるため装備可能な機材につ

いては、エアコンを装備する。 

 

(3) 社会経済条件に対する方針 

ブルキナファソではイスラム教徒が 31%、キリスト教徒が 12%である。ラマダン、イード、

クリスマス等の宗教行事期間中の機材の引き渡しや初期操作トレーニングなどについては、

治安状況や実施機関の体制に十分留意して実施する。 

現地通貨は西アフリカ諸国中央銀行（BCEAO）発行の CFA フラン（XOF）であり、1 ユー

ロ＝655.957CFA の固定レートとなっている。 

 

(4) 調達事情に対する方針 

ブルキナファソの法規制に適応した日本・欧米メーカー製の機材を調達対象とする。 

 

(5) 現地業者（代理店）の活用に係る方針 

ブルキナファソでは、日本・欧米メーカーの建設機械・車両の代理店が多数存在するため、

アフターサービスの迅速な対応が可能な、それらメーカー製の機材を主要な調達候補とする。 

 

(6) 日本企業活用に係る方針 

調達機材のうち、日本に複数メーカーがある機材については、基本的に本邦調達を検討す

る。また、可能な限り調達業者が限定されないような入札ロット分けとする。 
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(7) 運営・維持管理に対する方針 

DGER では、機材の運営維持管理を実施する体制を構築中であるため、一部の要員は機材

の運営維持管理の経験が十分でないことが想定される。よって、引き渡し時にはメーカーか

らの取り扱い操作のトレーニングを十分実施するとともに、コンサルタントによる機材運営

維持管理にかかるソフトコンポーネントにより体制構築を支援する。 

 

(8) 交換・消耗部品の調達に対する方針 

機材調達後の 1 年間に機材を実際に稼働させ、その実績から交換部品、消耗品に必要な予

算を積算・申請・確保して部品を調達する必要がある。つまり実績を把握する期間として 1

年、予算確保と部品調達までの期間を 1 年として最低 2 年間必要となることから、本プロジェ

クトで整備する機材の維持管理に必要な交換部品、消耗品は 2 年間分を整備する方針とする。 

DGER に対しては、ソフトコンポーネントによって、部品台帳の作成や管理及び予算の積

算と確保にかかる技術支援を計画する。 

 

(9) 機材のグレードの設定に係る方針 

ブルキナファソでは既存の代理店が存在する、もしくは代理店の設定が可能な日本・欧米

メーカー製の建設機械・車両がアフターサービスを迅速に受けることができるため、広く普

及している。また実施機関では、性能・品質面でも優れている日本・欧米メーカー製を高く

評価し、要望している。よって日本・欧米メーカーの品質基準・品質管理で製造されている

こと、また世界的に流通し、ブルキナファソでも代理店体制が整っている製品を機材のグレ

ードとして設定する。 

ブルキナファソでは排ガス規制の設定がないため、高品質の燃料を要求する電子制御され

た燃料燃焼システムではなく従来方式の機械式による燃料燃焼システムのエンジンを採用す

る。 

 

(10) 調達方法、工期にかかる方針 

本プロジェクトの機材は、本邦、第三国及び現地（代理店）から調達が可能である。調達

される機材は、大きく分類して建機系、車両系、その他機材に分類することができる。よっ

て競争性を確保する観点から 2-3 ロット程度に入札ロット分けを行い、調達を実施する。 

 

(11) 調達監理に係る方針 

全ロットの現地納入・引き渡し時期が可能な限り同時期となるように各ロットの調達業者

に対して出荷時期の調整を行う。また、それに対応してコンサルタントによる調達監理者を

派遣し、現地での円滑な引き渡しが行えるような調達監理業務を実施する。 

 

(12) 安全対策に係る方針 

機材引き渡し、トレーニング等はすべてワガドゥグ市内の駐機場で実施し、ワガドゥグ市

外への立ち入りを行わない。外務省危険情報でワガドゥグ市はレベル 3 に指定されているた

め、JICA、大使館、実施機関から最新の治安情報を入手する。 

具体的な安全対策については、3-2-4 に示す安全対策計画に基づいて活動を行い、調達業者

に対しても治安情報の共有を行うとともに、同様の行動規範を遵守することを求める。 
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3-2-2 基本計画（機材計画） 

3-2-2-1 全体計画 

本プロジェクトにより調達される道路維持管理機材は、ブルキナファソ全土で使用される。

対象作業は、道路の災害復旧及び路面補修作業である。 

DGER は、多発する災害などで発生する道路損傷に対応するため、少なくとも 13 地方ごとに

対応する機材編成を将来的に構想している。本プロジェクトの要請機材についても、可能な限

りそれに対応可能な台数の要望が当初表明された。しかし、要望する台数の必要性は高いなが

らも、現状で機材の運営維持管理体制の構築に着手したところであり、その実施能力を見極め

るには時間が必要である。したがって、新たに構築される組織体制で運営維持管理の実施可能

性が高いと考えられる規模の機材編成について検討を行った。 

機材配置先は、ワガドゥグ市内に DGER が駐機場を整備する予定であり、問題はない。 

 

3-2-2-2 機材計画 

(1) 機種編成 

本プロジェクトが対象とする①災害復旧、②路面補修（舗装・土道）に必要な一連の作業

工種を実施するための機種を選定する。基本的には、従来の委託企業が用いている機種編成

となるが、前述した基本方針及び一連の作業を効率的に実施できる機種編成となるように留

意する。 

 

(2) 機材台数 

1) 災害復旧機材及び路面補修（土道）機材 

災害復旧及び土道の路面補修に用いる機材は、同時多発的に発生する現場に対応する必

要があるため非常に需要が高い。しかし、直営作業班による機材の運用管理体制がこれか

ら構築され、現状ではその実施能力が未定であるため、最低限となるが複数個所の現場に

対応するために 2 編成として検討した。 

 

表 3-2 災害復旧機材及び路面補修（土道）機材 

機 種 台数×編成 

モーターグレーダ 1×2 

ホイールローダ 1×2 

エクスカベータ（ブレーカ付き） 1×2 

ブルドーザ 1×2 

土工用ローラ 1×2 

コンバインドローラ 1×2 

ダンプトラック 6×2 

セルフローディングコンクリートミキサ 1×2 

可搬式アスファルトプラント 1×2 
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2) 路面補修（舗装）機材 

走行に支障を来すような舗装路面の損傷を補修するための機材については、関連技プロ

でも同様の機材が調達されることから 1 編成とした。この編成の小型機材の運搬は、資機

材運搬用のカーゴトラック（クレーン付き）を用いるが、洪水で橋梁が流出した現場で、

復旧用のベイリー橋の運搬・架設にも活用する。 

 

表 3-3 路面補修（舗装）機材 

機 種 台数×編成 

セルフローディングコンクリートミキサ 1×1 

道路メンテナンストラック 1×1 

ハンドガイドローラ 1×1 

アスファルトカッタ 2×1 

プレートコンパクタ 2×1 

 

3) 支援機材 

支援機材として、輸送車両、照明、整備機材を機材全体の運用に必要となる各数量を計

画する。 

 

表 3-4 支援機材 

機 種 台数 

トラクタートラック＋セミトレーラ 3 

給水タンク車 3 

燃料タンク車 2 

カーゴトラック（クレーン付き） 1 

照明付き発電機 4 

維持管理機材（コンテナワークショップ等） 1 

モバイルワークショップ 1 
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(3) 機材仕様 

各機材の主要な仕様は、使用目的、対象となる工事規模、取り扱いのし易さ、輸送性、ブ

ルキナファソでの普及度及び調達事情等を考慮し定める。表 3-5 に調達機材案を示す。 

 

表 3-5 調達機材案 

 機 種 概略仕様 台数 

1 モーターグレーダ 15ton ｸﾗｽ、ﾘｯﾊﾟ、ｽｶﾘﾌｧｲｱ付き 2 

2 ホイールローダ 15ton ｸﾗｽ、ﾊﾞｹｯﾄ 2.7m3 2 

3 エクスカベータ（ブレーカ付き） 20ton ｸﾗｽ、ﾊﾞｹｯﾄ 0,8m3 2 

4 ブルドーザ 20ton ｸﾗｽ、ﾘｯﾊﾟ付き 2 

5 土工用ローラ 10ton ｸﾗｽ、ｽﾑｰｽﾄﾞﾗﾑ 2 

6 コンバインドローラ 3ton ｸﾗｽ 2 

7 ダンプトラック 積載 10m3、GVW25ton ｸﾗｽ、駆動 6×4 12 

8 トラクタートラック＋セミトレーラ 積載 30ton 以上、6×4 3 

9 給水タンク車 容量 8,000L、4×2 3 

10 燃料タンク車 容量 8,000L、4×2 2 

11 セルフローディングコンクリートミキサ ﾐｷｻ容量 3.5m3以上、骨材積込ﾊﾞｹｯﾄ、4×4 3 

12 可搬式アスファルトプラント 生産能力 4ton/h 以上、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ 3 

13 道路メンテナンストラック 
骨材運搬用ダンプ装置、加熱装置付きｱｽﾌｧ

ﾙﾄﾀﾝｸ、ｱｽﾌｧﾙﾄ散布装置、4×2 
1 

14 カーゴトラック（クレーン付き） 15ton、GVW25ton ｸﾗｽ、6×4 1 

15 ハンドガイドローラ 600kg 以上 1 

16 アスファルトカッタ 切削深 170mm 2 

17 プレートコンパクタ 60kg 以上 2 

18 照明付き発電機 LED 300W×4、ディーゼルエンジン 4 

19 
維持管理機材 

（コンテナワークショップ等） 

40Ft ｺﾝﾃﾅﾀｲﾌﾟ、発電機、溶接機、ｴｱｰｺﾝﾌﾟ

ﾚｯｻ、ﾒｶﾆｯｸﾂｰﾙなど 1 

20 モバイルワークショップ 
ｱﾙﾐﾊﾞﾝ、発電機、溶接機、ｴｱｰｺﾝﾌﾟﾚｯｻ、ﾒｶ

ﾆｯｸﾂｰﾙ、2.4ton ｸﾚｰﾝ付き、駆動 4×4 
1 

 合 計  51 
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3-2-3 調達計画 

3-2-3-1 調達方針 

(1) 事業実施主体 

本計画が日本国政府の無償資金協力により実施される場合の両国関係機関の体制を図 3-1

に示す。 

 

  
図 3-1 事業実施関係図 

 

本計画のブルキナファソ側実施機関は、インフラ開発省道路維持管理総局（DGER）である。

我が国の無償資金協力の制度に従い、実施設計及び調達監理は日本法人のコンサルタントが

担当し、本計画の機材調達についても日本法人が主契約者となる。 

 

(2) 相手国政府 

調達した機材を運営・維持管理するのは実施機関となる DGER である。DGER はワガドゥ

グ市の駐機場で機材の運営維持管理を行い、全国の道路現場で活用する。 

 

(3) コンサルタント 

E/N 及び G/A 締結後、DGER は速やかに日本のコンサルタントとの間で役務契約（コンサ

ルタント契約）を締結する。契約したコンサルタントは、本計画の実施設計、調達監理業務

及びソフトコンポーネントについてエンジニアリングサービスを提供し、本計画の機材引渡

し完了まで責任を負う。 

 

(4) 機材納入業者 

入札参加資格制限付き一般競争入札により、要求された品質・仕様について審査に合格し、

落札した納入業者は DGER と本プロジェクトで計画された機材の納入に関し契約を締結する。 

日本国政府  
ブルキナファソ国政府 

日本法人のコンサルタント 

各契約書の認証 
実施機関 

（インフラ開発省 DGER） 

交換公（E/N） 

機材調達契約 

国際協力機構 

贈与契約（G/A） 

1.設計監理 

・実施設計（入札図書作成） 
・入札補助、機材調達監理 
・検収監理 
・初期操作・運用指導監理 

2.ソフトコンポーネント 

日本法人の納入業者 

・資機材調達 

・輸送 

・納入、組立、検収 

・操作、取り扱い指導 

コンサルタント契約 

機材調達監理 
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3-2-3-2 調達上の留意事項 

調達される機材は、日本もしくは第三国より海上輸送し、コートジボワールのアビジャン港

もしくはガーナのテマ港で陸揚げされる。各港にて仮通関を行い、その後、内陸輸送され、ブ

ルキナファソの国境で通関手続きが行われる。 

調達業者が免税措置を受ける際は、船積完了後、調達業者は DGER に船積書類を提出し、

DGER は、これらの書類とあわせて、免税が適用されることが記載された E/N を添付して、免

税申請書（Demande d’exonération des droits et taxes de douanes du matériel）をブルキナファソ政府

財務省税関総局（Direction Générale des Douanes du ministère des Finances）に提出する。財務省は

このレターをもって免税許可を記したレター（Décision d'admission exceptionnelle en franchise）を

発行する。この書類の発行手続きにはおよそ 5 日間程度要する。調達業者は、このレターをもっ

て免税で機材を輸入することが可能となる。 

通関手続き後さらに、ワガドゥグ市まで輸送され DGER の駐機場で引き渡される。ワガドゥ

グ市までの内陸輸送・組立までは日本側で行われる。このような輸送条件で機材調達を行うた

め、機材納入業者は海上輸送、陸揚げ中、及び内陸輸送中（コートジボワール、ガーナ、ブルキ

ナファソ内）に起こり得る破損、盗難等による瑕疵責任について、ブルキナファソ側との間で

齟齬が生じないように措置する必要がある。 

指定場所に機材が納入された後、納入業者は納入機材全てに関し、組立及び試運転・動作確

認を行い、機材の正常な作動を確認した上で、ブルキナファソ側に機材を引き渡す。また、引

き渡し後、納入業者は DGER に対し、速やかに操作・取り扱い及び点検・整備に関する指導を

実施する。 

 

3-2-3-3 調達区分 

ワガドゥグ市の DGER 駐機場までの輸送費、荷下ろし及び組立費用を含む機材調達に係る全

てのコストは、日本側負担となる。表 3-6 に両国の負担区分を示す。 

 

表 3-6 両国政府の負担区分 

実 施 内 容 
負担区分 

備    考 
日本国 ｢ブ｣国 

機材調達 機材調達 ○   

海上・陸上輸送 ○  荷揚げ港（アビジャン、テマ） 

通関手続き ○ ○ 免税措置含む 

内陸上輸送 ○  荷揚げ港～国境～ﾜｶﾞﾄﾞｩｸﾞ市内駐機場 

車両登録  ○  

初期操作・運用指導及びソフトコンポーネ

ント等のトレーニング 
○ ○ 

トレーニング参加者の人件費・旅費、

燃料費、材料費は相手国負担 

機材管理 保管場所  ○ 駐機場の整備 

運用維持管理  ○  

日常のトレーニング  ○  
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3-2-3-4 実施設計及び調達監理計画 

(1) 基本方針 

E/N 及び G/A 締結後、無償資金協力の枠組みに基づき E/N に示された業務範囲において、

日本法人コンサルタントがブルキナファソ政府とのコンサルティング業務契約を結び、実施

設計及び調達監理業務の実施に当たる。コンサルタントは、事業実施の背景、協力内容の策

定に係る概略設計の経緯・趣旨を十分に理解した上で業務に当たることが重要である。 

調達監理者は、機材の仕様詳細・操作方法に明るく、操作指導や点検整備指導の監理業務

経験を有する専門家とする。 

 

(2) 実施設計業務 

実施設計業務の主要内容は、次の通りである。 

 着手協議、現地確認 

 機材仕様のレビュー 

 入札図書作成 

 入札図書の説明･承認取得 

 入札業務補助（公示、図書配布、入札執行、結果評価） 

 契約促進補助（契約交渉、契約立会い、契約認証手続き） 
 

(3) 調達監理業務 

調達監理業務の主要内容は、次の通りである。 

 機材発注書の発行確認 

 工場検査・出荷前検査 

 船積み前検査（第三者機関へ委託） 

 現地事前打合せ（搬入スケジュール、免税措置確認、初期指導実施要領） 

 組立及び初期操作指導・点検整備指導立会い 

 検収・引渡し 

 完了報告書の作成 

 プロジェクトモニタリングレポート（PMR）作成のサポート 

 

(4) ソフトコンポーネント 

ソフトコンポーネントの主要内容は、次の通りである。 

 機材の運営・維持管理にかかる実施体制の確立 

 機材整備の技術能力の向上 

 機材の運用管理、計画策定能力の向上 

 

(5) 機材製作期間 

ほぼ全ての調達機材は受注生産になるため、発注から製作・出荷前検査までの製造納期に

ついてメーカーからの見積にて情報収集を行った。最近の世界的な半導体不足から、建機・

車両等、機材の製造が滞っているため、メーカーのうちいくつかは、現状で明言できる納期

を示すことはできないとのことであった。よって過去の実績などから機材納期を最大 13 カ月
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と見込み計画を行う。 

また、各機材は工場出荷前検査において外観検査、性能試験票及び梱包状況の確認をコン

サルタントが実施する。 

 

(6) 船積み前検査 

機材が工場から出荷され、港湾に搬入された時点で第三者検査機関による船積み前検査を

実施する。検査項目は、Packing List（出荷明細書）等の船積み書類の確認と機材の照合で、

内容に相違がなければ検査証及び報告書が発行される。 

船積みはメーカーからの出荷に合わせて行われるが、工場や港湾での保管が困難なため、

船積み前検査についても各機材が港湾に搬入された時点で適宜実施する必要がある。表 3-7

に船積み前検査の実施回数を記す。 

 

表 3-7 想定される船積み前検査回数 

機材名 検査回数 検査場所 

建機系機材 1 回 日本 

車両系機材 2 回 日本 

その他 2 回 日本、欧州 

合 計 5 回 － 

 

(7) 最終仕向け地の機材置場及び機材の開梱・組立作業 

機材の最終仕向け地は DGER 本部から約 10km 離れた、ワガドゥグ市内に建設予定の駐機場

まで陸送される。（図 3-2）。この場所の周辺には、数多くのメーカー代理店が数キロ圏内にあ

り機材搬送は 1 時間以内で可能な距離である。 
 

 
図 3-2 メーカー代理店、DGER 本部、DGER 駐機場の位置関係 

 

  

1000m 500m 

DGER 本部 

DGER 駐機場 

メーカー代理店 

メーカー代理店地域 

メーカー代理地域 
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図 3-3 の青破線は、国立公共事業学校の建て替え建設予定地と駐機場建設予定地で、到着し

た機材は、同エリアのうち黄色破線部分の駐機場建設予定地に駐機することになる。 

同駐機場周辺で、開梱、調整試運転を行う。その後の初期操作・運用指導は青破線の DGER

駐機場建設予定地で実施することとなる。 

 

 
図 3-3 国立公共事業学校建て替え予定地と駐機場建設予定地 

 

  
駐機場建設予定地 

搬入された機材はこの場所に駐機されることとなる 

建設中の国立公共事業学校の講堂 

図 3-4 駐機場建設予定地と、建設中の国立公共事業学校 

既設の屋根付き駐機場 

（図 3-5 参照） 

建設中の国立公共事業学校の講堂 

（図 3-4 参照） 

国立公共事業学校の 

建て替えと 

駐機場建設予定地 駐機場建設予定地 
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なお、図 3-4 左写真の駐機場建設予定地には図

3-5 にある屋根と同タイプの屋根を DGER により

建設予定である。 

この建設予定の駐機場屋根は、準備調査時点に

おいて、DGER が施工業者を選定し図面等の詳細

計画を検討中である。 

以下に、本プロジェクトで機材が整備された場

合に駐機場として必要な、おおよその敷地面積を

示す（図 3-6）。 

 

 

 
図 3-6 整備機材の駐機場として必要な敷地面積 

 

(8) 検査・引渡し 

全ての機材は、ワガドゥグ市の DGER 駐機場まで日本側が運搬を行う。機材の現地到着後、

調達業者（商社）とブルキナファソ側により機材の検収をコンサルタント立会のもと行う。

検収内容は、全ての機材に対しての数量、外観、作動確認、付属品及び交換部品の確認とな

る。 

 

3-2-3-5 品質管理計画 

調達される機材が、契約によって定められた品質・仕様を満たしていることを確認するため

に、調達業務の各段階において、コンサルタントは下記の検査を実施する。 

 機材製造工場における出荷前検査 

 船積み前検査 

 機材引渡し時の検査 

 

  

 
図 3-5 現在の駐機場の屋根 

図 3-3 に建設済みの駐機場の屋根。同様な構造の屋根

を新規建設する予定である。 

駐機場としては、200m x 60m 程度あれば十分である。 

※機材の駐機場として最低限必要な面積を検討した資料であり、実際の機材配置は DGER により検討する。 
※ノンプロにより整備されたモーターグレーダ―、ホイールローダ、ダンプトラック、トラックトレーラー＋セミトレーラを含む 
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3-2-3-6 機材調達計画 

(1) 調達先 

ブルキナファソでは、性能と品質の高い、日本・欧米メーカーの機材が多く普及している。

現地のオペレータ、メカニックもそれら機材の取り扱い・操作に習熟しているため、ブルキ

ナファソ側もそれら機材の調達を要望している。よって、本調達計画では日本・欧米メーカー

製品を調達先とする。調査時点で原産国は、日本、欧州、その他第三国となる。 

 

(2) ブルキナファソにおける建設機材と大型車両代理店情報 

ブルキナファソには表 3-8 に示す建設機材と大型車両の正規代理店があり、これらの代理店

には、大規模な部品庫を所有しており（図 3-7 左）、消耗品、交換部品等は、常時購入するこ

とが可能である。そのため、本プロジェクトで機材整備後において、適切なアフターサービス

を受けることが可能である。 

 

表 3-8 ブルキナファソ国内の主な機材正規代理店 

 

また、DGER では修理が困難な定期点検や、さらに高度な技術と設備を必要とする修理が生

じた際においては、上記の正規代理店で修理を行うこととなる。 

図 3-7 右は一例であるが、これらの代理店には、エンジンテスター、エンジンや油圧系統の

修理設備機器、塗装ブースなどの設備を有している。また 2～5 年以上のメーカー独自のカリ

キュラムを受講した専門技術力の高いメカニックを有していることが確認できた。 

ブルキナファソ内にある建設機材の正規代理店が、このような大規模な設備を有している一

因としては、ブルキナファソ内には鉱山があるため、建設機械の需要が高くそのため、大規模

な維持管理設備を有した代理店が設定されていることが挙げられる。 

 

分野 機材メーカー 代理店名 メカニック 

 
建設機材 

Caterpillar 社 Burkina Equipments 200 人規模 

コマツ社、HBM 社、BOMAG 社 BIA BURKINA SARL 数十人規模 

Liebherr 社、Dynapac 社、Merlo 社 PREMIUM Burkina Faso 数十人規模 

 
大型車両 

いすゞ DIWA BURKINA 数十人規模 

日野自動車 CFAO Motors Burkina Faso 数十人規模 

ふそう SEA-B - Groupe Fadoul Afrique 数十人規模 
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コマツ社の正規代理店の部品庫 

日常点検に必要な部品は常時在庫しており、特

殊な部品についても数日で入手可能 

Caterpillar 社正規代理店の整備工場 

エンジンテスターでオーバーホールを終えたエ

ンジンが性能試験を受けている様子 

図 3-7 大規模な正規代理店 

 

(3) 調達ルート 

本プロジェクトにおける機材の輸送ルートは図 3-8 のとおり、本邦調達品、第三国調達品、

現地調達品に分類できる。 

 

 
図 3-8 輸送ルートの概要 

 

1) 本邦調達品の輸送 

本邦調達品は、メーカー工場より本邦主要港まで陸送され、本邦主要港からは、コート

ジボワール国のアビジャン港もしくはガーナ国のテマ港まで、コンテナもしくは RoRo 船

による海上輸送となる。これらの港で陸揚げ後、トレーラーにより陸送されブルキナファ

ソの国境では仮通関となり、ワガドゥグ市内で本通関となる。通関後は、最終仕向け地で

ある建設予定の駐機場まで陸送される。これらの輸送に必要な輸送期間は約 49 日～59 日

を要する。 

 

  

本邦主要港 

コートジボワール国 

アビジャン港 

第三国製品 

製造国主要港 

コートジボワール

～ブルキナ国境 

陸送 

（約 3 日） 
DGER 

駐機場 

最終仕向け地 

（35～45 日） 

仮通関（約 3 日） 仮通関（約 3 日） 

陸送 

（約 1 時間以内） 

（第三国調達品） 

輸送日数合計＝約 49 日～59 日 

ガーナ国 

テマ港 

ガーナ～ブルキナ

国境 

「ブ」国代理店 

（「ブ」国調達品） 

陸送 

（約 3 日） 

海上輸送 

海上輸送 

独自ルートにて海上輸送～通関手続きを行う 

（メーカー専用船次第） 

仮通関（約 3 日） 

ヨーロッパ 
であれば 
20～25 日 

仮通関（約 3 日） 

ワ
ガ
ド
ゥ
グ
市
内
で
本
通
関 

（
陸
送
含
め
約
５
日
） 

（本邦調達品） 



- 35 - 

2) 第三国調達品の輸送 

第三国（ヨーロッパ）での調達品は、メーカー工場より該当国の主要港まで陸送され、

該当国の主要港からは、コートジボワール国のアビジャン港もしくはガーナ国のテマ港ま

で、コンテナもしくは RoRo 船による海上輸送となる。これらの港で陸揚げ後、トレーラー

により陸送され、ブルキナファソの国境で仮通関となり、ワガドゥグ市内で本通関となる。

通関後は、最終仕向け地である建設予定の駐機場まで陸送される。これらの輸送に必要な、

輸送期間は約 34 日～39 日を要する。 

 

3) ブルキナファソ国内調達品の輸送 

本プロジェクトで整備される機材のうち一部の機材はブルキナファソ内のメーカー代理

店より調達することが可能である。国内の代理店から調達する際は、基本的にワガドゥグ

市内の代理店まで、メーカーの独自ルートにより輸送され、代理店の整備工場でメーカー

独自基準による機材の調整や検査を実施したのち、それ以降最終仕向け地である建設予定

の駐機場まで陸送される。これらの輸送に必要な期間は、代理店による機材検査期間も含

め、およそ 2 カ月程度要する。なお、メーカー代理店から建設予定の駐機場までは 1 時間

以内で輸送可能である。 

 

3-2-3-7 初期操作指導・運用指導等計画 

全ての調達機材に対して、機材の適切な操作方法及び日常点検、定期点検についての指導を

行う。DGER では調達機材の取り扱い経験が浅いオペレータ・運転手が多いと想定されるため、

十分なトレーニングを計画する。また、日常・定期点検整備については、メカニックに対して

もトレーニングを実施する。トレーニングはワガドゥグ市の DGER 駐機場敷地内で実施する。 

 

表 3-9 初期操作指導・運用指導等計画 

項  目 建機系機材 車両系機材 小型機材 

指導方法 実機を用いて操作方法及び整備のトレーニングを行う 

内  容 実際の工事と同様の各部作動をオペレータ・運転手に指導し実技を行う 

作業前点検、作業後の清掃・整備、定期点検の指導を行う 

要  員 メーカーからの指導員 1～2 名 

工  程 
操作運用：2-3 日 操作運用：2-3 日 操作運用：1 日 

点検整備：2 日 点検整備：2 日 点検整備：1 日 

 

3-2-3-8 ソフトコンポーネント計画 

1990 年代以降、MID の道路維持管理組織は民営化されたため、現在、道路維持管理機材の運

営維持管理に関するノウハウは全く失われている。よって、DGER に新設される直営作業班に

ついても、機材の運営維持管理に必要な実施体制及び技術能力が不足していることが想定され

る。本プロジェクトが実施された場合、合計 51 台の機材が整備される。初期操作指導について

は、確実な操作ができるようメーカーや代理店からの技術者によって十分に行うことを計画す

る。しかし初期操作指導では、日常的な点検と整備の指導は含まれるが、機材に共通する各コ
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ンポーネント（エンジン、油圧、電装など）の機構・原理の解説や定期点検に必要な点検計測

手法、調達される整備機材・工具を用いた機材整備の実技指導などは行われない。特に新しく

採用する人材は、比較的経験が少ない若年層が多いことが想定され、建設機械・車両について

の基本技術を十分保有していない可能性が高い。また、新設間もない組織では適切な機材の運

営維持管理に必要な組織・人員体制や各種台帳の作成、維持管理計画、予算積算などの策定・

管理手法についても整っていないことが想定される。よって、「プロジェクトの円滑な立ち上が

りを促進する」こと、「成果の持続性を確保する」ことを目的にソフトコンポーネントを計画す

る。基本的な技術支援の内容は、不足していると想定される道路維持管理機材の運営維持管理

にかかる実施体制及び整備技術能力に対応した計画を策定する。 

 

3-2-3-9 実施工程 

本プロジェクトは、我が国の無償資金協力に基づき実施され、その工程は表 3-10 のようになる。 

 

表 3-10 事業実施工程 

 
 

  

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

計画内容最終確認

機材仕様等のレビュー

入札図書作成

入札図書承認

入札公示

図面渡し、内説

入札

入札評価

業者契約

製作図作成

機器製作

製品検査、出荷前検査、船積前検査

機器輸送

開梱・搬入・据付工事

調整・試運転

初期操作指導・運用指導

機材検収・引渡し

ソフトコンポーネント

実
施
設
計

調
達
監
理

所　用　月　数
項　目

：現地業務
：国内業務

計5.0ヶ月

計18.0ヶ月
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3-2-4 安全対策計画 

(1) ブルキナファソの治安概況 

ブルキナファソの各地でテロ・誘拐事件が頻発しており、外国人が巻き込まれるケースも多数報

告されている。このような状況を十分に認識し、テロ・誘拐被害に巻き込まれることがないよう、

海外安全ホームページや報道等により最新の治安情報の入手に努め、状況に応じて適切で十分な安

全対策を講じる必要がある。また、本件事業の実施時の活動は首都ワガドゥグに限定する。 

 

(2) 特に留意すべき安全上の脅威 

前述した治安状況から特に留意すべき安全上の脅威を以下に示す。 

① テロ 

② 誘拐 

③ デモ・騒乱等に巻き込まれ 

 

(3) 本件事業実施時の活動 

本件事業の実施時の活動概要を表 3-11 に示す。 

 

表 3-11 本件事業の活動概要 

内容 ODA 関係者 人数 期間 活動サイト 

1.機材引き渡し 調達業者、メーカー、 

コンサルタント 

2～4 

名 

14 日 DGER 駐機場 

（国立公共事業

学校と同じ敷地） ・各機材の外観チェック、作動確認、予備部品の数量チェック等 

2.操作・取り扱い 

トレーニング 

調達業者、メーカー、 

コンサルタント 

2～4 名 7 日 

・各機材の操作・取り扱い、日常メンテナンスのトレーニング 

3.ソフト 

コンポーネント 

コンサルタント 2～3 名 25 日 

・機材の運用・管理体制の確認と構築 

・機材の主要コンポーネントの構造と機能にかかる技術移転 

・主要コンポーネントの定期点検と整備にかかる技術移転 

・機材台帳、部品台帳、作業日報等の整備 

 

(4) 安全対策措置 

本件事業は機材調達案件であり、邦人企業の滞在は全体で 1.5 カ月程度と比較的短期間であ

る。また、DGER 駐機場が直接的にテロの対象となる可能性は高くないと考えられるが、JICA

国別安全対策措置等にしたがって、本プロジェクトの活動を行う上で安全上の脅威に対する安

全対策措置を表 3-12 に示す。 
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表 3-12 安全対策措置 

項目 
安全対策措置 

邦人企業側 C/P 側 

活動サイトの物理的防御 － － 

 敷地周囲の塀・門扉 － 設置済み 

 DGER 事務所建屋 － 建設予定 

 その他避難場所 － 国立公共事業学校建屋 

 正面入口以外の退避ルート － 設置済み 

活動サイトの警備体制 － 警備員を配置 

通信手段 携帯電話（複数 SIM） DGER 事務所 Wi-Fi 

宿舎等 ・JICA 指定ホテルに宿泊する 

関係者は同一ホテルとする 

・待機用の水、食料、医薬品を準

備する 

・外食は JICA のリストに記載さ

れたレストランを利用する 

－ 

移動 ・活動サイトまでの移動ルート・

時間を適宜変更しパターン化

しない 

・単独徒歩での外出は行わない

夜間の外出は行わない 

・パスポートを携行する 

－ 

その他 

・JICA 事務所、大使館、実施機関など多方面からの情報を収集し、デモ予定日を把握するとと

もに、当日は状況を見極めたうえで外出の是非を判断する 

・予期せぬデモに遭遇した場合は、速やかにその場を離れる 

・渡航者向けのJICA安全対策研修・訓練を受講し、遵守する 

 

また本件の事業実施時に、治安の更なる悪化からブルキナファソへ邦人関係者の立ち入りが

制限された場合は各段階において、表 3-10 に示す内容で対処する。 

 

表 3-13 ブルキナファソへの入国が制限された場合の対応方針 

実施項目 実施者 対応方針 

1.コンサルタント契約 

入札図書確認 

コンサルタント リモート、メールによる打合せ・協議 

国際郵便による書類の送付 

2.引き渡し 

初期操作指導 

調達業者 現地代理店による実施 

必要な場合は、リモートによる操作指導 

3.ソフトコンポーネント コンサルタント 契約履行期限まで渡航の見合わせ 

最終的に渡航できない場合は本邦での実施

も検討 
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3-3 相手国側分担事業の概要 

本プロジェクトが我が国の無償資金協力で実施される場合のブルキナファソ側分担事項は、

以下のとおりである。 

 銀行取極め（B/A）に基づく、本邦銀行に対する銀行取極め手数料の支払い 

 本計画に従事する日本人の業務遂行のためのブルキナファソへの入国・滞在時及び政府

関係機関訪問に係わる便宜供与 

 本計画に従事する日本人及び日本法人に対する関税及びその他国内税の免除 

 本計画に係わる調達機材の通関業務に必要となる書類の作成、免税措置 

 調達機材の運用に係る予算及び人員の確保 

 機材駐機場の整備（ガレージ、部品倉庫） 

 調達機材の適正かつ効果的な使用及び維持管理の実施 

 本計画に関し、無償資金協力として日本側が負担する以外の全ての費用負担 

実施に係る便宜供与、免税措置に関しては、MID による無償資金協力（道路整備プロジェク

ト）の受入実績からも問題はないと考えられる。また、必要な予算措置・人員配置についても

DGER で計画を進めているため、実施可能であると考えられる。 

 

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3-4-1 実施体制及び能力 

本プロジェクト実施後の機材の運営・維持管理に関して、以下の体制が必要となる。必要な

人員は、主に MID からの配置転換で確保し、オペレータ・運転手、メカニックについては民間

企業等から募集する。また ENTP の卒業生からは、継続的な養成と確保が期待できる。 

 

(1) 組織・人員体制・能力等 

本プロジェクトで調達予定の道路維持管理機材は 2025 年 10 月に導入される予定である

ため、2023 年に人員雇用計画を策定し予算申請を行い、2024 年中に組織体制を整える必要

がある。表 3-14 に本プロジェクトで必要となる組織・人員体制と各役割、能力等を示す。 

 

表 3-14 機材の運営・維持管理に必要な人員体制 

役 職 人数 役 職 人数 

機材管理責任者  1 機材運用管理者（正副）  2 

チーフメカニック  1 オペレータ  22 

メカニック  8 運転手  19 

部品管理者、部品在庫記録者  2 世話役、作業員  24 

合 計  79 

 

1) 機材管理責任者 

「機材台帳」に基づいて、機材の状態を把握し、中・長期の機材維持管理計画を策定し、

維持管理予算の申請を行う。 
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2) 機材維持管理者（チーフメカニック） 

メカニックが記入した整備日報から整備台帳を作成し、機材の定期点検計画を策定する。

また、機材の故障診断を行い、メカニックに対し整備指導を行う。そのため建設系機材及び

車両系機材の総合的な整備知識とエンジン、トランスミッション、油圧系、電装系など各ユ

ニットの構造や点検・計測、整備手法についての知見と技術能力が必要となる。 

 

3) メカニック 

全 51 台の整備機材のうち、41 台（建機系機材：22 台、車両系機材：19 台）の大型機材の

維持管理に必要なメカニックは、定期点検・一般修理・出張修理メカニック 6 名、タイヤメ

カニック 1 名、電装品メカニック 1 名の計 8 名と想定している。メカニックは定期点検を適

切に実施し、機材の不具合を判断するために必要な、エンジン、シャーシ、電装系、油圧系

の基本的な知識が必要であるため、ENTP卒業生または自動車整備士資格保有者が望ましい。 

 

4) 機材運用管理者 

機材の運用を指示し、オペレータ及び運転手が作成した作業日報に基づいて、機材運用台

帳を作成し管理する。正副 2 名体制を計画する。 

 

5) オペレータ・運転手 

オペレータが必要な建機系機材は 22 台、運転手が必要となる車両系機材が 19 台となる。

合計 41 台の機材に必要なオペレータ・運転手は、41 名となる。将来的には昼夜施工の交代

等を考慮して、各機材に正副の 2 名体制がより望ましい。 

オペレータ・運転手は、メーカーから導入される機材の操作マニュアルに従って、安全か

つ適切に操作し、機材の始業・終業点検を実施し、日常的なメンテナンス（清掃、グリスアッ

プ等）を行う。作業日報を作成し、不具合があれば、機材運用管理者に報告する。 

 

6) 世話役、作業員 

各 3 編成（災害復旧 2 編成、路面補修 1 編成）に世話役 1 名、作業員 7 名を配置すると全

体で 24 名が必要となる。 

 

7) 部品管理者 

部品出入庫記録から部品台帳を作成し、部品・油脂の調達計画と積算を行う。 

 

8) 部品在庫記録者 

部品・油脂の出入庫を記録するため、各部品・油脂の理解と良否判断能力が必要である。 

 

(2) 運営・維持管理計画策定 

機材維持管理者は「機材維持管理台帳」、機材運行管理者は「機材運用台帳」、そして部品

管理者は「部品台帳」を作成する。機材管理責任者は、これらの台帳をまとめた「機材台帳」

に基づいて、機材の維持管理計画（短・中・長期）を策定し、機材維持管理費、機材運用費、

部品・油脂購入費を積算し、予算申請を行う能力が必要である。 

各管理者にはそれぞれの台帳管理のため、基本的なパソコン操作能力が必要とされる。 
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3-4-2 機材の維持管理・点検・修繕計画（案） 

機材の維持管理・点検・修繕において、実情に即した具体的な計画を策定するためには、実

際に調達される各機材の仕様、サービスマニュアル、現地での部品調達価格及び稼働実績（稼

働時間・走行距離）をもとに立案する必要がある。 

本調査では現状で想定される条件をもとに、以下に示す機材の維持管理・点検・修繕計画（案）

と機材調達後に DGER が計画を立案する手法について述べる。 

 

(1) 機材の稼働時間・走行距離数 

1) 建機系機材及び特殊機材の稼働時間 

各機材の作業から以下の稼働時間を想定する。 
 

機 種 
台数 

（台） 

稼働時間 

（時間/台月） 

稼働時間 

（時間/台年） 

稼働時間 

（時間/年） 

建機系機材  

モーターグレーダ 2 

160 1,920 

3,840 

ホイールローダ 2 3,840 

エクスカベータ 2 3,840 

ブルドーザ 2 3,840 

土工用ローラ 2 
100 1,200 

2,400 

コンバインドローラ 2 2,400 

特殊機材  

セルフローディングコンクリートミキサ 3 
80 960 

2,880 

可搬式アスファルトプラント 3 2,880 

道路メンテナンストラック 1 120 1,440 1,440 

合 計 19 － － 27,360 

 

2) 車両系機材の走行距離数 

各機材の作業から以下の走行距離を想定する。 
 

機 種 
台数 

（台） 

走行距離 

（km/台月） 

走行距離 

（km/台年） 

走行距離 

（km/年） 

ダンプトラック 12 2,800 33,600 403,200 

トラクタートラック＋セミトレーラ 3 1,600 19,200 57,600 

給水タンク車 3 
1,200 14,400 

43,200 

燃料タンク車 2 28,800 

カーゴトラック 1 1,000 12,000 12,000 

モバイルワークショップ 1 800 9,600 9,600 

合 計 22 － － 554,400 
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(2) 機材の維持管理計画 

機材の維持管理は大きく分けて、①日常点検・整備、②定期点検・整備、③詳細点検・整備

に分けられる。本計画では各機材に必要となる主な点検・整備の頻度、実施者、内容につい

て検討を行う。 

調達予定の道路維持管理機材は、使用開始から 1～2 年以内は詳細点検と不具合整備（エン

ジン、トランスミッション、油圧制御装置、油圧モーター等のオーバーホール等）の発生頻

度は低いため、DGER が実施する主な維持管理業務は、日常及び定期点検とそれぞれにおい

て行う軽微な整備（消耗部品の調整・交換）となる。 

DGER が実施する維持管理業務については、本プロジェクトで調達される維持管理機材及

びモバイルワークショップを用いるが、機材各部の具体的な点検・整備手法については、ソ

フトコンポーネントによる技術移転を行い、DGER のメカニックの能力向上を図るとともに

部品管理等を含むメンテナンス体制を確立する。交換部品は各機材メーカーが設定する現地

メーカー代理店から調達可能である。 

詳細点検や不具合整備が必要な場合は、特殊機材・工具が必要なことから、メーカー代理

店や民間の整備会社への外注で対応することとする。 

表 3-12 に調達機材を類似系統に分類し、各系統の機材に必要な日常点検・整備、定期点検・

整備、詳細点検と不具合整備の頻度、実施者、内容を示す。 

 

表 3-15 各機材の点検・整備内容 

 
 

整備種 日常点検・整備 定期点検・整備 詳細点検・整備

頻度 使用毎
3カ月～1年毎

（ダンプトラックは1.5カ月～半年毎）

2年毎
（ダンプトラックは1年毎）

実施者 DGER DGER ﾒｰｶｰ代理店・整備会社

建機系機材
【500/1,500/3,000h各到達時

以降は1,500h経過毎】
【5,000/8,000h各到達時
　以降は3,000h経過毎】

エアフィルタの交換
オイルフィルタの交換
エンジンオイルの交換
油圧オイルの点検・交換
タイヤの点検・交換
ブレーキパッドの点検・交換
バッテリーの点検・交換

エンジンの点検と不具合整備
トランスミッションの点検と不具合
整備
油圧系統の点検と不具合整備
走行系機構の点検と不具合整備

特殊機材
【500/1,500/3,000h各到達時

以降は1,500h経過毎】
【5,000/8,000h各到達時
　以降は3,000h経過毎】

エアフィルタの交換
オイルフィルタの交換
エンジンオイルの交換
油圧オイルの点検・交換
タイヤの点検・交換
ブレーキパッドの点検・交換
バッテリーの点検・交換

エンジンの点検と不具合整備
トランスミッションの点検と不具合
整備
油圧系統の点検と不具合整備
走行系機構の点検と不具合整備
ミキサ計量機の点検と不具合整備

車両系機材
【5,000/20,000/40,000km各到達時

以降は20,000km経過毎】
【80,000/120,000km各到達時
　以降は40,000km経過毎】

エアフィルタの交換
オイルフィルタの交換
エンジンオイルの交換
油圧オイルの点検・交換
タイヤの点検・交換
ブレーキパッドの点検・交換
バッテリーの点検・交換

エンジンの点検と不具合整備
トランスミッションの点検と不具合
整備
油圧系統の点検と不具合整備
走行系機構の点検と不具合整備

その他機材
【500/1,500/3,000h各到達時

以降は1,500h経過毎】

エアフィルタの交換
オイルフィルタの交換
エンジンオイルの交換

エンジンオイルの点検・補充
冷却水の点検・補充
タイヤの点検
使用後の洗浄及び各部グリスアップ

ダンプトラック
トラクタートレーラ
給水タンク車
燃料タンク車
カーゴトラック
モバイルワークショップ

機　材　名

エンジンオイルの点検・補充
冷却水の点検・補充
履帯・タイヤの点検
使用後の洗浄及び各部グリスアップ
ツース、ブレード等の摩耗の点検・
交換

モーターグレーダ
ホイールローダ
エクスカベータ
ブルドーザ
土工用ローラ
コンバインドローラ

エンジンオイルの点検・補充
冷却水の点検・補充
タイヤの点検
使用後の洗浄及び各部グリスアップ

ｾﾙﾌﾛｰﾃﾞｨﾝｸﾞｺﾝｸﾘｰﾄﾐｷｻ
可搬式ｱｽﾌｧﾙﾄﾌﾟﾗﾝﾄ
道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽﾄﾗｯｸ

エンジンオイルの点検
使用後の洗浄及び各部グリスアップ

なし

ハンドガイドローラ
アスファルトカッタ
プレートコンパクタ
照明付き発電機
維持管理機材
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DGER の機材管理責任者とチーフメカニックは調達機材のメーカー・機種が確定後、各機

材の仕様やサービスマニュアルを参考に点検・整備の具体的なスケジュールと整備方法を検

討し、稼働実績（稼働時間・走行距離）を反映させた機材の中・長期維持管理計画を策定す

る。 

また、表 3-14 に調達後～5 年間の機材の維持管理費の概算額を示すが、これは現時点で調

達が計画された各機材のエンジン出力、機種及び想定される稼働時間・走行距離から必要と

考えられる費用を概算したものである。従って、DGER の機材管理責任者はチーフメカニッ

ク及び部品管理者等と共に、本プロジェクトで調達される予備部品（2 年間分相当）の実際に

使用された数量、現地での調達価格、稼働実績及び機材の状態を確認し、3 年目以降の年間に

必要となる部品消費や機材整備頻度を見直し、維持管理費の積算を行い予算申請を行う。 

維持管理計画及び予算積算についてもソフトコンポーネントによる技術移転を行い、

DGER の機材運営・管理能力の向上を図る。 

 

(3) 機材の保管体制 

機材の保管は基本的にワガドゥグの DGER 駐機場となるが、盗難防止対策も含め駐機時に

は必ず各機材のキーを取り外し、機材運用管理者が事務所内に設ける所定の場所でキー保管

し、機材の出入庫を管理する。また、地方で連続して稼働する場合は出先の地方もしくは県

事務所に担当者を設けて同様にキーの保管・管理を行う。 

 

3-5 プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

(1) 日本側負担経費 

本プロジェクトは、我が国の無償資金協力の取り決めに従って実施され、事業費は本プロ

ジェクトに対する交換公文締結前に決定される。 

 

(2) ブルキナファソ側負担経費 ：154.85 百万 CFA（約 30.97 百万円） 

① 駐機場整備費用（ガレージ等の建設） ：150 百万 CFA（約 30 百万円） 

② 銀行取極め手数料 ：4.85 百万 CFA（約 97 万円） 
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(3) 積算条件 

① 積算時点 ： 本調査は、現地調査（2021 年 11 月）後の国内解析実施中、現地の

治安状況により調査が一時中断し、2023 年 4 月末に再開された。

よって積算時点は再開月 2023 年 4 月とし、積算に使用する為替

レートは、再開月の 1 か月前の月 2023 年 3 月末から 3 カ月さかの

ぼり、2023 年 1 月 1 日から 2023 年 3 月 31 日までとする。 
 
② 為替交換レート ： ブルキナファソの流通通貨単位は西アフリカセーファー・フラン

（CFA）であるが、この通貨はユーロに連動しており、1€= 

655.957CFA の固定交換レートとなっている。 

  よって現地通貨（1€= 655.957CFA）として積算を行う 

  積算時点の前月末日を起算日とした過去 3 カ月（2023 年 1 月 1 日

～2023 年 3 月 31 日）の各通貨交換レートは下記のとおりである。 

  米ドル対日本円の交換レート      ：US$1.00 = 133.41 円 

  ユーロ対日本円の交換レート     ：€1.00=143.66 円 

  イギリスポンド対日本円の交換レート ：￡1.00=164.96 円 

  現地通貨対日本円の交換レート     ：CFA1.00 =0.2189 円 
 
③ 調達期間 ： 詳細設計、機材調達の期間は、施工工程に示したとおり。 
 
④ その他 ： 積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて行うことと

する。 
 

3-5-2 運営・維持管理費 

(1) 人件費 

表 3-14 に示した人員体制に必要な年間の人件費は、以下のとおりとなる。 
 

表 3-16 運営・維持管理に必要な年間人件費 

役 職 人数 単 価（CFA/月） 金 額（CFA/年） 

機材管理責任者 1 350,000 4,200,000 

機材運用管理者 2 200,000 4,800,000 

部品管理者 1 200,000 2,400,000 

部品在庫記録者 1 150,000 1,800,000 

チーフメカニック 1 200,000 2,400,000 

メカニック 8 100,000 9,600,000 

建機オペレータ 22 150,000 39,600,000 

車両運転手 19 100,000 22,800,000 

世話役 3 250,000 9,000,000 

作業員 21 70,000 17,640,000 

合 計 
114,240,000 

22,840 千円/年 
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上記人件費はインフラ開発省から配賦されるが、インフラ開発省の運営管理費予算の約

3.8%（2022 年比）であるため、省として直営作業班の設立を進めていることから十分確保可

能であると考えられる。また、必要な人員と予算を毎年、継続的に申請・確保する旨につい

ては、MD（討議議事録）に明記した。 

 

(2) 5 年間の機材維持管理費 

機材の導入から、5 年間の機材維持管理費用を表 3-14 に示すとおり算出した。機材と同時

に 2 年分の定期点検に必要なフィルター等の交換部品が導入されるため、維持管理費用は低

く押さえることができるが、3 年目からは DGER で調達しなければならず、さらに経年劣化

や部品の摩耗により、多くの交換部品が必要となる。中でもタイヤ購入費は、車両系機材維

持管理の費用全体の約 1/3 を占める。DGER は 2 年間の部品消費実績及び稼働実績をもとに

3 年目以降の維持管理費の積算と予算申請を行う。 

 

表 3-17 年間の機材維持管理費の概算 

（千 CFA、千円） 

機 材 1 年目 2 年目 3 年目 4 年目 5 年目 

建機系機材･特殊機材（19 台） 21,261 24,111 74,936 75,221 84,892 

1 台あたり 1,119 1,269 3,944 3,959 4,468 

車両系機材（22 台） 14,432 17,952 68,970 71,786 94,072 

1 台あたり  656 816 3,135 3,263 4,276 

合 計  CFA 35,693 42,063 143,906 147,007 178,964 

円 7,139 8,413 28,781 29,401 35,793 

 

(3) 燃料・油脂費 

建機系及び特殊機材 19 台の年間稼働時間は 27,360 時間と想定される。これら機材の 1 時

間あたりの消費燃料を 10 リットル、現地のディーゼル燃料価格を 550CFA/Litter とすると年

間に必要な燃料費は、150,480,000CFA（30,096,000 円）となる。 

車両系機材 22 台の年間走行距離は 554,400km と想定される。これら機材の 100km の走行

に必要な燃料を 30 リットルとすると、年間に必要な燃料費は 91,476,000CFA（18,295,200 円）

となる。 

以上から機材の燃料費の合計は、241,956 千 CFA（48,391 千円）となる。油脂費を燃料費の

10%と見積もると年間に必要な燃料・油脂費の合計は 266,152 千 CFA（53,230 千円）となる。 

上記の機材維持管理費（5 年目）と燃料・油脂費の合計は、445,116 千 CFA（89,023 千円）

となり、これらは DGER の道路維持管理費の約 0.35%（2022 年比）である。また、これら機

材の運営維持管理にかかる予算は、道路維持管理費に加えて配賦することを FSR-B と DGER

で合意済みであるため、確実に確保されると考えられる。また、機材の運営維持管理費を毎

年、継続的に申請・確保する旨については、MD に明記した。 

 

  



- 46 - 

第 4 章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

事業実施の前提条件となる相手国負担事項等は、表 4-1 に示す通りである。 

 

表 4-1 事業実施のための前提条件 

項 目 内 容 備 考 

先方負担事項 ・調達機材によって直営による道路維持管理を実施するために

は、DGER に直営作業班及び管理部署を組織する必要がある。

必要な人員については、MID 内及び民間等からの採用を行

う。また、公共事業学校での再教育や卒業生の採用も見込め

ることから人材の確保については問題ないものと判断され

る。 

・駐機場の土地は確保済みである。また、ガレージ等の建設費

や機材の運営維持管理に必要な費用については、MID の独自

財源である特別道路基金から配賦することが可能である。 

・その他、無償資金協力に係る事務的な手続きについても監督

省庁である MID は、過去に無償資金協力事業を経験してお

り、これまで特に問題は発生していないことから、負担事項

の実施にあたり問題はないものと判断される。 

「3-3 相手国側分

担事業の概要」参照。 

 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

本計画により調達予定の機材を有効活用し、プロジェクトの全体計画を達成するために必要

な相手方投入（負担）事項を表 4-2 に示す。 

 

表 4-2 相手方投入（負担）事項 

項目 内 容 備 考 

1 機材を運営維持管理するための予算措置  

2 機材管理者、オペレータ・メカニック等、必要人員の配置 配置転換、新規採用 

3 駐機場の整備（ガレージ、部品倉庫）  

 

また、実施中の技術協力プロジェクトである「道路維持管理能力向上プロジェクト」の主た

るカウンターパートは DGER である。同技プロの目標は、新たに組織される直営作業班を含む

実施体制の構築や道路維持管理技術の改善であるため、これによって本プロジェクトの効果発

現が補強・強化されることが期待できる。 

 

4-3 外部条件 

プロジェクトの効果を発現・持続が困難となるような外部条件を以下に示す。 

 ブルキナファソの政策変更などで DGER による直営作業の実施が行われなくなる 

 治安悪化によって道路維持管理作業の実施ができなくなる  
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4-4 プロジェクトの評価 

4-4-1 妥当性 

本プロジェクトは、プロジェクト完了後に発現する効果の程度を考慮し、無償資金協力によ

る協力対象事業として実施することは、以下の観点から妥当であると判断する。 

 国家開発計画において、年間を通じて通行可能なように道路網を適正な状態に維持する

ことを目指している。そのもとで道路セクター開発計画として都市間及び国際道路交通

に関する戦略方針を挙げ、道路網の開発強化、国際回廊地域の通行状況の改善が位置付

けられている。そのために DGER が管轄する全国の規格道路を、直営作業班によって適

切かつ迅速に維持管理することが重要となる。 

 

 プロジェクトの裨益対象は、貧困層を含む全国民となる。また、洪水で車両通行が寸断

された道路が迅速に復旧することによって、住民の社会インフラへのアクセスが早期に

回復し、生活改善が図られる。 

 

 我が国の対ブルキナファソ援助方針の一つとして、「域内経済統合の促進」が挙げられ、

方策として「内陸国であるブルキナファソが安定的な成長を遂げるためには、物流網や

エネルギー供給網の確保等により、ECOWAS 及び UEMOA に属する近隣諸国との経済

統合を深化させていくことが大きな課題となる。このため、西アフリカ「成長の環」広

域開発戦略的マスタープランを踏まえ、インフラ整備（道路・電力網等）や国境通関の

効率化、治安の確保など、域内経済統合の促進に資する支援を展開すること。」に合致し

ている。 

 

4-4-2 有効性 

(1) 定量的効果 

本プロジェクトの実施により、DGER が管轄する道路の維持管理状態が改善する直接効果が

得られると考えられる。効果指標としては、本プロジェクトに関連しない民間への委託による

道路維持管理を含めず、純粋に直営作業班による作業量を成果値とする。 

定量的効果については、2023 年を基準年とし、事業完成（2025 年）後 3 年の 2028 年を目標

年として目標値を設定する。プロジェクトの実施により期待される定量的効果を表 4-4 に示す。 

 

表 4-3 定量的効果 

指標名 基準年（2023 年） 目標年（2028 年） 

直営作業班による緊急を要する洪水等で損傷し

た道路の補修箇所（箇所/年） 
0 48※1 

直営作業班による緊急を要する未舗装道路の補

修距離（km/年） 
0 38.4※2 

直営作業班による緊急を要するポットホール・

クラックの補修面積（m2/年） 
0 1,920※3 
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【目標値算定の条件】 

※1：洪水等で損傷した道路の補修は、雨季による災害が発生し出す、7 月から 6 カ月間（12

月まで）2 編成で実施する。応急的に車両通行を確保するための簡易舗装まで実施 

1 箇所の延長は 50m、平均 4 日間で施工、20 日／月稼働（施工 4 日×4 箇所＋移動 4 日） 

4 箇所／月・編成×6 カ月／年×2 編成＝48 箇所／年 

 

※2：未舗装道路の補修（不陸整形）は、雨季前の 1 月から 6 カ月間（6 月まで）2 編成で実

施する 

20 日／月稼働（施工 4 日×4 箇所＋移動 4 日）、1 日あたり 0.2km／編成の施工 

0.2km／日・編成×16 日／月×6 月／年×2 編成＝38.4km／年 

 

※3：ポットホール・クラックの補修は、年間を通して 1 編成で行う 

20 日／月稼働（施工 4 日×4 箇所＋移動 4 日）、1 日あたり 10m2／編成の施工 

10m2／日・編成×（16 日／月×（12 月／年×1 編成＝1,920m2／年 

 

(2) 定性的効果 

本計画における定性的効果は以下の通りである。 

 災害で遮断された国際幹線道路等が早期に復旧する 

 

 ブルキナファソ全土で円滑な交通が確保される 

 

 社会サービスへのアクセスが改善される（子供の通学、病人・妊産婦の医療施設への通

院、緊急移送等が安定的に実施できる） 
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１．調査団員氏名・所属 

（１）第一回現地調査（2021 年 11 月） 

 氏 名 担 当 所 属 

1 鈴木 智良 

SUZUKI Tomoyoshi 

総括／団長 独立行政法人 国際協力機構（JICA） 

緒方貞子平和開発研究所 

2 芦野 真人 

ASHINO Masato 

計画管理 独立行政法人 国際協力機構（JICA） 

社会基盤部運輸交通グループ 

3 小林 聖仁 

KOBAYASHI Kiyohito 

業務主任／道路維持管理計画 

／機材計画 1  

株式会社 片平エンジニアリング・ 

インターナショナル 

4 鵜澤 幸二 

UZAWA Koji 

維持管理・修理点検計画 1 株式会社 片平エンジニアリング・ 

インターナショナル（補強） 

5 上橋 信行 

KAMIHASHI Nobuyuki 

調達計画／積算 1 

／機材計画 2 

株式会社 アンジェロセック 

6 松沼 ナタシャ 

MATUNUMA Natacha 

通訳 株式会社 片平エンジニアリング・ 

インターナショナル（補強） 

 

（２）準備調査報告書（案）説明調査（2023 年 9 月リモートにて実施） 

 氏 名 担 当 所 属 

1 興津 圭一 

OKITSU Keiichi 

総括／団長 独立行政法人 国際協力機構（JICA） 

ブルキナファソ事務所 

2 角前 庸道 

KAKUZEN Yodo 

計画管理 独立行政法人 国際協力機構（JICA） 

社会基盤部運輸交通グループ 

3 小林 聖仁 

KOBAYASHI Kiyohito 

業務主任／道路維持管理計画 

／機材計画 1 

株式会社 片平エンジニアリング・ 

インターナショナル 

4 上橋 信行 

KAMIHASHI Nobuyuki 

調達計画／積算 1 

／機材計画 2 

株式会社 アンジェロセック 

5 堀江 英彦 

HORIE Hidehiko 

調達計画／積算 2 

／維持管理・修理点検計画 2 

株式会社 片平エンジニアリング・ 

インターナショナル 

6 松沼 ナタシャ 

MATUNUMA Natacha 

通訳 株式会社 片平エンジニアリング・ 

インターナショナル（補強） 
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２．調査日程 

（１）第一回現地調査（2021 年） 

1 11月6日 土 パリ

2 11月7日 日 ワガドゥグ

午前

午後

午前

午後

午前

午後

午前

午後

8 11月13日 土 ワガドゥグ

9 11月14日 日 ワガドゥグ

午前

午後

午前

午後

午前

午後

午前

午後

午前

午後

15 11月20日 土 ワガドゥグ

16 11月21日 日 ワガドゥグ

午前 午前

午後 午後

午前 午前

午後 午後

午前 午前

午後 午後

午前 午前

午後 午後

午前 午前

午後 午後

22 11月27日 土 ワガドゥグ

23 11月28日 日 ワガドゥグ

午前 午前

午後 午後

午前 午前

午後 午後

午前 午前

午後 午後

午前

午後

28 12月3日 金 機内

29 12月4日 土 －

⑦団員は適宜同行

②計画調整 芦野　真人 ④維持管理・修理点検計画1 鵜澤　幸二

⑤調達計画/積算1/機材計画2 上橋　信行

No. 日

JICA コンサルタント

宿　泊

①総括/団長 鈴木　智良 ③業務主任者/道路維持管理計画/機材計画1 小林　聖仁

3 11月8日 午前
JICA事務所打合せ

ワガドゥグ
DGER：インセプション説明・協議、要請内容の確認

⑦通訳 松沼　ナタシャ

移動日（羽田→パリ）

移動日（パリ→ワガドゥグ）

団内協議、資料整理

団内協議、資料整理

DGER：情報収集

団内協議、資料整理

4 11月9日
DGER：情報収集、資料整理

ワガドゥグ
DGER：担当窓口と調査スケジュール調整

4 11月10日
インフラ省公共事業養成研修学校視察

ワガドゥグ
駐機予定地及び公共事業学校建設中サイト調査

6 11月11日
DGER：情報収集、資料整理

ワガドゥグ
無償資金協力案件（タンソババイパス）視察

7 11月12日
市内道路損傷現場調査

ワガドゥグ
DGER：情報収集

12 11月17日
DGER：情報収集

ワガドゥグ
③DGER事務所：データ収集 ④⑤代理店調査 BIA BURKINA SARL

4 11月15日
DGER：情報収集

ワガドゥグ
団内協議、資料整理

11 11月16日
③資料整理 ④⑤代理店調査 Burkina Equipments

ワガドゥグ

13 11月18日 DGER：データ収集 ワガドゥグ

14 11月19日 ③資料整理
④⑤代理店調査 PREMIUM Burkina Faso

ワガドゥグ
④⑤代理店調査 CFAO Motors Burkina Faso

18 11月23日 移動日（パリ→ワガドゥグ）
③DGER：データ収集 ④⑤代理店調査 CFAO Motors Burkina Faso

ワガドゥグ
③DGER：データ収集 ④⑤代理店調査 SEA-B-Groupe Fadoul Afrique 

団内協議、資料整理

17 11月22日 移動日（羽田→パリ）
公共交通バス会社整備工場調査

ワガドゥグ
DGER：機材構成協議

19 11月24日
JICA事務所打合せ、DGRE総局長表敬 同左

④移動日（ワガドゥグ→パリ） ワガドゥグ
DGER：MD協議 同左

水

20 11月25日

インフラ省：技プロCTOS(JCC)参加
インフラ省次官表敬

DGER：免税情報収集
④移動日（パリ→） ワガドゥグ

資料整理 DGER：データ収集

木

21 11月26日

舗装道路及び未舗装道路の損傷箇所
駐機場予定地視察

同左

④移動日（→成田） ワガドゥグ
無償資金協力案件（ワガドゥグ東南部タンソバ

バイパス道路改善計画）視察
DGER：免税シート情報収集

金

ワガドゥグ
PCRテスト、市内交差点視察 資料整理

25 11月30日
資料整理 PCRテスト、技プロチームとの情報共有

ワガドゥグ
大使館報告 同左

24 11月29日
DGER：MD署名 同左

27 12月2日 移動日（パリ→）
DGER：情報収集、資料整理

機内
移動日（ワガドゥグ→パリ）

26 12月1日
資料整理 資料整理

ワガドゥグ
JICA事務所報告

移動日（ワガドゥグ→パリ）
DGER：情報収集、資料整理

移動日（→羽田） 移動日（パリ→）

移動日（→羽田）

月

火

水

木

金

月

団内協議、資料整理 同左

団内協議、資料整理 同左

月

火

水

木

火

水

木

金

月

火
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（２）準備調査報告書（案）説明調査（2023 年 Web 会議にて実施） 

 

 

 

 

No. 日  

JICA： 

総括/団長 興津 圭一 

計画管理 角前 庸道 
 

コンサルタント： 

業務主任/道路維持管理計画/機材計画 1 小林 聖仁 

調達計画／積算 1/機材計画 2 上橋信行 

機材計画 2/調達計画 2/積算 2 堀江 英彦 

通訳 松沼 ナタシャ 

1 9 月 5 日 火 準備調査報告書（案）の説明及び協議 

2 9 月 6 日 水 ミニッツ（案）の説明及び協議 

3 9 月 7 日 木 ミニッツ（案）の説明及び協議 

4 9 月 8 日 金 ミニッツ署名 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 関係者（面談者）リスト 
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３．関係者（面談者）リスト 

 氏 名 所属・役職 

インフラ開発省 道路維持管理総局 (Direction Générale de l’Entretien Routier : DGER) 

 IDBOUDO Moumouni Director General （第一回現地調査時） 

 PACERE  Salfo Director General （準備調査報告書案説明調査時） 

 ZOUNGRANA Issouf Director (Direction des Travaux d’Entretien : DTE) 

 BELEM Sanoussa 
Director (Direction de la Surveillance du Réseau et des Travaux 
en Régie : DSRTR) 

 SAWADOGO Hamado Supervisor (DSRTR) 

 

インフラ開発省 地方インフラ局中央地方局 

(Direction Régionale des Infrastructures et du Désenclavement – Région centre) 

 YAGUIBOU Grégoire Aimé Director 

 

インフラ開発省 国立公共事業学校 (Ecole Nationale des Travaux Publics : ENTP) 

 OUEDRAOGO Mahamadi Director 

 

公共交通バス会社 (Société de Transport en Commun de Ouagadougou：SOTRACO) 

 KOMPAORE Indo Administrative, Financial and Accounting Director 

 BONKOUNGOU Lacine Technical Director 

 OUATTARA Aziz Maintenance Workshop Manager 

 

在ブルキナファソ日本国大使館 

 加藤 正明 KATO Masaaki 特命全権大使 

 逸見 明代 ITUMI Akiyo 三等書記官 

 

JICA ブルキナファソ事務所 

 興津 圭一 OKITSU Keiichi 所長 

 榊 将乃介 SAKAKI Shounosuke 所員 

 北嶋 信雅 KITAJIMA Nobuo 所員 

 GANSORE Cheik Assane Moctar ナショナルスタッフ 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料４ 討議議事録（Ｍ／Ｄ） 
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４．討議議事録（M/D） 

（１）第一回現地調査（署名日：2021 年 11 月 29 日） 
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（２）準備調査報告書（案）説明調査（署名日：2023 年 9 月 8 日） 
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資料５ソフトコンポーネント計画書 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

ブルキナファソ国 

道路維持管理機材整備計画 

 

ソフトコンポーネント計画書 
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2023 年 12 月 

 

 

独立行政法人 

国際協力機構（JICA） 

 

株式会社片平エンジニアリング・インターナショナル 

株式会社 アンジェロセック 
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1．ソフトコンポーネントを計画する背景 

1990 年代以降、インフラ省の道路維持管理組織が行っていた道路維持管理業務は民間企業

への発注となり、その手続きに時間を要することから日常整備作業が実施できず洪水等で損

傷した道路が補修されていない。DGER は即時の対応が求められる緊急対策について、作業

を直営で実施する道路維持管理作業班を設立する準備を進めており、本プロジェクトで合計

51 台の機材が整備される予定である。しかし、現在、インフラ省の道路維持管理機材の運営

管理に関するノウハウは十分に蓄積されておらず、「機材の運営維持管理に必要な実施体制及

び技術能力」が不足していることが想定される。 

初期操作指導については、確実な操作ができるようメーカーや代理店からの技術者によっ

て十分に行うことを計画する。しかしこの初期操作指導では、日常的な点検と整備の指導は

含まれるが、機材に共通する各コンポーネント（エンジン、油圧、電装など）の機構・原理

の解説や定期点検に必要な点検計測手法、調達される整備機材・工具を用いた機材整備の実

技指導などは行われない。特に新しく採用する人材は、比較的経験が少ない若年層が多いこ

とが想定され、建設機械・車両についての基本技術を十分保有していない可能性が高い。ま

た、新設間もない組織では適切な機材の運営維持管理に必要な組織・人員体制や各種台帳の

作成、維持管理計画、予算積算などの策定・管理手法についても整っていないことが想定さ

れる。 

よって、DGER の直営作業班が本事業によって調達される機材を用いた道路整備を行う「①

プロジェクトの円滑な立ち上がりを促進する」こと、「②成果の持続性を確保する」ことを目

的にソフトコンポーネントの実施を提案する。実施機関に不足していると想定される道路維

持管理機材の運営維持管理にかかる実施体制及び整備技術能力に対応した計画を策定する。 

 

2．ソフトコンポーネントの目標 

上記の背景を踏まえ、プロジェクトの効果発現と持続可能性の観点から以下の目標を設定

する。 

目標：道路維持管理機材の運営維持管理に必要な実施体制の構築及び整備技術能力の向上 
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3．ソフトコンポーネントの成果 

本計画によるソフトコンポーネント完了時の直接的成果を以下に示す。 

 

ソフトコンポーネントの成果 

成果 1： DGER 直営作業班に機材の運用維持管理に関する各担当責任者（機材運用管

理、部品管理、チーフメカニック等）が指定され、役割が明確化される。 

成果 2： 機材全般に知識があるチーフメカニックを長としたメカニックグループが形

成され、主要ユニット（エンジン、トランスミッション、タイヤ、油圧、電

装・バッテリ、板金・溶接等）担当の役割分担が明確となり、整理される。 
各機材の担当オペレータが指定され、作業日報の記載、始業・終業点検など

役割分担が明確となり、整理される。 

成果 3： DGER 直営作業班のオペレータ、メカニックが本計画調達機材の主要ユニッ

トのメカニズムを理解し、適切な点検と整備手法を習得する。 

成果 4： 本計画で調達される予定の点検機器、整備機材、工具等を適切に用いた日常

点検整備及び定期点検整備ができるようになる。 

成果 5： 機材管理システム（機材台帳、部品台帳、作業日報）が整備され、それらを

活用した適切な機材運用と部品管理が実施できるようになる。 

成果 6： DGER の機材運用管理者が機材・部品台帳を活用して年間の機材維持管理計

画（年間・中期）を策定できるようになり、予算の積算と確保を行う。 

 

4．成果達成度の確認方法 

各成果に関する達成度の確認方法を以下に示す。 

 

ソフトコンポーネントの成果確認方法 

成果 1： DGER 直営作業班の機材運用管理に関わる各担当責任者と役割を明確にした

組織体制・管理者役割表を確認する。 

成果 2： オペレータ・メカニックグループの役割分担と担当者（正副）を明確にした

オペレータ及びメカニックの担当、役割、技術能力表を確認する。 

成果 3： チーフメカニック及びオペレータ・メカニックグループの担当者に各担当ユ

ニットに必要な日常・定期点検で行う点検・計測や必要な交換部品について

作成した講義資料の内容に関する達成度を口頭質疑で確認する。 

成果 4： 調達された点検機器、整備機材・工具を用いた機材整備マニュアルに沿った

実際の整備実技を確認する。 

成果 5： 機材台帳、部品管理台帳、機材作業日報などの帳票類を確認する。 

成果 6： 機材運用管理マニュアルで作成した機材維持管理計画（年間・中期）と予算

積算を確認する。 
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5．ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

5.1  活動内容 

前述した各成果を達成するために、本計画によるソフトコンポーネント活動として以下の

項目を計画する。 

ソフトコンポーネントの活動項目 

活動項目 DGER 対象者 該当する成果 

(1)実施体制の確立 管理者を含めた直営作業班全体 成果 1、2 

(2)機材整備の技術能力

の向上 
オペレータ・メカニックグループ 成果 3、4 

(3)運用管理、計画策定能

力の向上 
機材運用管理者、部品管理者 
チーフメカニック 

成果 5、6 

 

 

本計画のソフトコンポーネントは、上表に示す実施機関の組織を対象とした受注コンサル

タントによる直接支援型とし、ソフトコンポーネントの成果を達成するための活動内容を以

下に示す。 

 

(1) 実施体制の確立 

 

ソフトコンポーネントの活動内容（実施体制の確立） 

項 目 内 容 

目 的 機材の運用維持管理に関する実施体制の確立と役割の明確化 

実施担当者 技術者(1) 

実 施 場 所 DGER 直営作業班の関連事務所 

対 象 者 DGER 直営作業班全体（管理職員、オペレータ・メカニックグループ） 

活 用 教 材 ・管理職員の業務項目 
・各担当オペレータ、メカニックの主要業務内容 

実習用機材 － 

活 動 内 容 管理職員については、直営作業班の機材運用管理者（正副）と部品管理

者（正副）の主要業務を定め、それぞれの担当者を確定する。 
機材整備を担当するメカニックグループについては、チーフメカニック

とサブチーフの業務を定め、それぞれの担当者を確定する。また、主要

ユニットごとのメカニックの役割と担当が定められる。 
機材を操作・運転するオペレータについては、各機材の正副オペレータ

を確定する。また、始業・終業点検などの役割を定める。 

 

A5-5



 

(2) 機材整備の技術能力の向上 

 

ソフトコンポーネントの活動内容（機材整備の技術能力の向上） 

項 目 内 容 

目 的 点検機器、整備機材・工具を活用した、オペレータ・メカニックグルー

プの整備知識と適切な整備技術の能力向上 

実施担当者 技術者(2) 

実 施 場 所 DGER 機材整備場 

対 象 者 オペレータ・メカニックグループ 

活 用 教 材 ・機材主要ユニットの機材整備マニュアル 
・各機材の機材整備マニュアル 

実習用機材 ・調達が予定される点検機器、整備機材、工具等 
・DGER が保有している既存の整備機材 

活 動 内 容 各機材に共通する主要ユニットのメカニズム理解と基本的な点検整備

手法を習得する。（座学） 
調達された道路維持管理機材を点検機器によって点検し、整備機材、工

具を用いた適切な整備（日常・定期）の実習を行う。（実技） 

 

(3) 運用管理、計画策定能力の向上 

 

ソフトコンポーネントの活動内容（運用管理、計画策定能力の向上） 

項 目 内 容 

目 的 機材管理システム（機材台帳、部品管理台帳、機材作業日報など）の整

備とそれを活用した機材維持管理計画（年間・中期）の策定と予算の積

算と確保 

実施担当者 技術者(1) 

実 施 場 所 DGER 直営作業班関連組織 

対 象 者 機材運用管理者、部品管理者、チーフメカニック、メカニック、 

オペレータ 

活 用 教 材 ・機材台帳 
・部品管理台帳 
・部品カード 
・機材作業日報・定期点検チェックシート 
・機材維持管理計画（スケジュール・予算） 
・機材運用管理マニュアル 

実習用機材 ・デスクトップ PC 
・ソフトウェア（Excel 等） 

活 動 内 容 チーフメカニック（サブ含む）、メカニックに対して機材台帳の作成指

導を行う。 
部品管理者（正副）に対して部品管理台帳の作成指導を行う。 
オペレータに対して機材作業日報の作成指導を行う。 
機材運用管理者に対して機材作業日報の取りまとめ集計指導を行う。 
機材運用管理者（正副）に対して機材維持管理計画の作成と予算積算の

指導を行う。 
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(4) 実施内容と実施日程 

上記(1)から(3)の実施日程は以下の通りとなる。 

 

ソフトコンポーネントの実施日程表（現地） 

1 土

2 日

3 月

4 火

5 水

6 木

7 金

8 土

9 日

10 月

11 火

12 水

13 木

14 金

15 土

16 日

17 月

18 火

19 水

20 木

21 金

22 土

23 日

24 月

25 火

26 水

27 木

技術者（２）
担当

業務主任 技術者（１）

アジスアベバ発→ワガドゥグ着

日程

日本発→アジスアベバ

DGER協議、スケジュール・参加者確認
トレーニング準備作業（講義教室、実習場所の確認）

実施成果の確認、報告書作成
実施体制の確立

運用管理、計画策定能力の向上
機材整備の技術能力の向上

（講義・実技）

安全操作・安全整備作業

機材運営維持管理に必要な組織体制と役割について
責任者の確認（未定の場合は選任）

機材台帳、機材作業日報、部品管
理台帳の作成、PCインストール

修理工場の運営と管理

オリエンテーション、現状技術レベル把握のためのテスト、結果解析

機材の故障・事故発生時の対応
機材整備に必要な技術

機材台帳（点検・整備記録）
部品出入記録

トレーニング準備

休日

調達された点検機器、整備機材・
工具を用いたメンテナンス

機材維持管理計画の策定手法
運行計画の策定手法

トレーニング準備

休日

調達機材・予備部品の台帳への
データ入力、部品カード作成

主要コンポーネント概要

アジスアベバ発→ワガドゥグ着 維持管理予算の積算と
運用管理のフォローアップ右記トレーニング監理

日本発→アジスアベバ

機材作業日報の作成・集計手法

DGERへ成果の報告、ワガドゥグ発(23:45)

アジスアベバ着、アジスアベバ発→

休日

理解度確認のための質疑・解析、総評、完了証書の授与

トレーニング成果取り纏め

日本着

合計日数 9 日 27 日 27 日
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(5) 国内事前準備 

国内作業として作成する、講義資料、各種台帳、マニュアル類の内訳は下記の通りとなる。 

 

ソフトコンポーネントの事前準備（国内） 

成 果 作業内容 国内作業日数 

成果１ 
技術者(1) 

機材の運営管理に必要な組織体制表の作成 
各管理者、オペレータ、メカニックの役割内容表

の作成（組織体制・管理者役割表） 

0.5 日 

成果 2 
技術者(1) 

調達機材に必要なオペレータ、メカニックの担当

分けと必要な能力についての説明資料作成 
（オペレータ、メカニック担当役割・技術能力表） 

0.5 日 

成果 3 
技術者(2) 

修理工場の運営と管理の講義資料作成 2.0 日 

安全操作・安全整備作業の講義資料作成 
各ユニットの講義資料作成 3.0 日 
   エンジン・トランスミッション・駆動装置 
   油圧 
   電装・バッテリ 3.0 日 
   ブレーキ、タイヤ 
   作動油、潤滑油 

成果 4 
技術者(2) 

調達機材のメンテナンスマニュアルの確認・解

析、必要な点検整備技術の抽出 
2.0 日 

調達機材に必要な主な点検・計測を含む機材整備

マニュアルの作成（機材整備に必要な技術） 
3.0 日 

成果 5 
技術者(1) 

調達機材の機種、概略仕様の確認 2.0 日 

機材台帳、部品管理台帳、機材作業日報のフォー

ム作成 
6.0 日 

部品カード、定期点検チェックシートのフォーム

作成 
2.0 日 

成果 6 
技術者(1) 

各種台帳の解析手法、機材維持管理計画の策定手

法、予算積算などに関する機材運用管理マニュア

ルの作成 

7.0 日 

合 計 31 日 
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5.2  実施リソース 

(1) 日本側 

ソフトコンポーネントを実施するために派遣する日本人技術者の担当分野、派遣期間及び、

成果品等を以下に記す。 
 

【本邦コンサルタント】 

担当者 活動分野 期間（MM） 成果品等 

業務主任 ・トレーニング成果取

り纏め 

・理解度確認のための

質疑・解析、総評、

完了証書の授与 

・DGER へ成果の報告 

【国内】 
 4 日（0.20MM） 
 
【現地】 
  4 日（移動日） 
  4 日（稼働日） 
  1 日（休日） 

9 日（0.30MM） 
 

合計 0.50MM  

 

技術者(1) ・実施体制の確立 

・運用管理、計画策定

能力の向上 

【国内】 
 18 日（0.9MM） 
 
【現地】 
  4 日（移動日） 
 20 日（稼働日） 
  3 日（休日） 

27 日（0.90MM） 
 
合計 1.80MM 

【成果 1】 
組織体制・管理者役割表 
【成果 2】 
メカニック担当役割・技術能力表 
【成果 5】 
機材台帳、部品台帳、作業日報

フォーム、部品カード、定期点検

チェックシート 
【成果 6】 
機材運用管理マニュアル 

技術者(2) ・機材整備の技術能力

の向上（講義） 

【国内】 
 13 日（0.65MM） 
 
【現地】 
  4 日（移動日） 
 20 日（稼働日） 
  3 日（休日） 

27 日（0.90MM） 
 
合計 1.55MM 

【成果 3】 
修理工場の運営と管理の講義資料 

安全操作・安全整備作業の講義資料 

各ユニットの講義資料作成 

【成果 4】 

機材整備マニュアル 

合 計 

【国内】 
 35 日（1.75MM） 
【現地】 
 63 日（2.10MM） 
合計 3.85MM  
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また、現地傭人として、通訳を以下の通り傭上する。 
 

【現地傭人】 

担当者 担当分野 期間（MM） 

仏語通訳(1) 技術者(1)の通訳 【現地】 
 19 日（0.63MM） 

仏語通訳(2) 技術者(2)の通訳 【現地】 
19 日（0.63MM） 

合 計 
【現地】 

38 日（1.26MM） 

 

(2) ブルキナファソ側 

ソフトコンポーネントを実施するためにブルキナファソ側が投入すべき人材を以下に記す。 
 

【DGER 職員】 

担当分野 対象者 投入人数 期間 

実施体制の確立 

運用管理、計画策定能力の向上 

管理者を含む直営作業班 

機材運用管理者、部品管理者 

50 名程度 0.67 カ月 

 

機材整備の技術能力の向上 メカニックグループ 

オペレータグループ 

40 名程度 0.67 カ月 

 

6．ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

本ソフトコンポーネントにおける各活動においては、以下に示す理由によりローカルリ

ソースではなく、受注コンサルタントによる直接支援型が相応しいと考えられる。 
 

活動概要 日本人技術者による実施の理由 

（１）実施体制の確立 道路維持管理機材の運営維持管理に必要な実施体制が確立

されていないため、各担当の役割を明確にした組織的な業

務が実施できない状況にある。必要な組織・人員体制と各

役割を理解し、アフリカ等での指導経験が豊富な日本人技

術者による助言・指導等が不可欠である。 

（２）機材整備技術の向上 広範囲に渡る道路維持管理機材の整備技術はブルキナ

ファッソには普及しておらず、ローカルリソースでは対応

不可能である。 
また、プロジェクトで調達される機材の大部分は本邦メー

カー製品を想定していることから、これらの調達機材の整

備等において日本人技術者が最も適している。 

（３）運用管理、計画策定

能力の向上 

プロジェクトで調達される機材のような多種にわたる道路

維持管理機材をコンピュータで台帳管理し、維持管理計画

や予算を策定する手法はブルキナファッソに普及しておら

ず、ローカルリソースでは対応不可能である。 
さらに、本計画調達機材の大部分は本邦メーカー製品を想

定していることから、これら調達機材の運用・管理ノウハ

ウ等において日本人技術者が最も精通している。 
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7．ソフトコンポーネントの実施工程 

本ソフトコンポーネントの実施工程を以下に示す。 
 

国内事前準備

現地ソフトコンポーネント

2ヵ⽉⽬ 3ヵ⽉⽬

報告書等の提出

協議等

ソ
フ
ト
コ
ン
ポ
ổ
ネ
ン

ト
⼯
程

移動

1ヵ⽉⽬0ヵ⽉⽬

調達監理
初期操作・運⽤指導

検収・引渡し

各種講義資料、

台帳等のドラフト提出

各種講義資料、

台帳等提出

ベースライン調査

（学科実技試験）

ソフトコンポーネント

の評価（学科実技試験）

キックオフミーティング 修了式、DGERへ報告

 

 

8．ソフトコンポーネントの成果品 

ソフトコンポーネントにより作成する成果品を以下に示す。 
 

活動分野 成果 成果品等 

・実施体制の確立 【成果 1】 組織体制・管理者役割表 

【成果 2】 オペレータ、メカニック担当役割・技術能

力表 

・機材整備の技術能

力の向上 
【成果 3】 修理工場の運営と管理の講義資料 

安全操作・安全整備作業の講義資料 

各ユニットの講義資料 

【成果 4】 機材整備マニュアル 

・運用管理、計画策

定能力の向上 
 【成果 5】 機材台帳、部品管理台帳、機材作業日報、

部品カード、定期点検チェックシート、機

材維持管理計画 

 【成果 6】 機材運用管理マニュアル 

・全 体 ソフトコンポーネント完了報告書（以下を含む） 
-実施状況の写真等の活動記録 
-上記帳票、マニュアル類 
-施主に提出した Final Report 
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9．相手国側の責務 

ソフトコンポーネントの目標が達成されるためには、ソフトコンポーネントの実施による

成果に加え相手側実施期間が果たすべき責務として、以下のような項目があげられる。 

 

 ソフトコンポーネントを通じて習得した実施体制の確立を継続的に運用すると共に、

組織内にて習得した管理手法の普及、及び水平展開を行う。 

 

 本計画により調達した道路維持管理機材を活用して対象道路の運用・維持管理を遅滞

なく進め、機材運用・維持管理を実施する。 

 

 維持管理計画（短・中・長期）を活用しての運用・維持管理を適切に行うために、本

プロジェクト調達機材の維持管理及び、消耗品・スペアパーツの追加調達に必要な予

算を確保する。 

 

 ソフトコンポーネントを通じて習得した訓練手法を継続して実施する。 
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資料６収集資料リスト 
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６．収集資料リスト 

 

番号 名 称 形 態 
ｵﾘｼﾞﾅﾙ･ 

ｺﾋﾟｰ 
発行機関 発行年 

1 
Plan national de développement économique et 
social 2016-2020 (PNDES) 

図書 
ｺﾋﾟｰ(電子

ﾃﾞｰﾀ) 
ブルキナファ
ソ政府 

2016 年 

2 
Plan national de développement économique et 
social 2021-2025 (PNDES-II) 

図書 
ｺﾋﾟｰ(電子

ﾃﾞｰﾀ) 
ブルキナファ
ソ政府 

2021 年 

3 OUAGADOUGOU 2050 図書 
ｺﾋﾟｰ(電子

ﾃﾞｰﾀ) 
フランス開発庁 
（AFD） 

2019 年 

4 
PROGRAMME NATIONAL ROUTIER 
2016-2020 

図書 
ｺﾋﾟｰ(電子

ﾃﾞｰﾀ) 
インフラ開発省
（MID） 

2016 年 

5 

RAPPORT DE SYNTHESE DES ACTIVITES 
DE SUIVI DU RESEAU ROUTIER DU 3ème 
TRIMESTRE (OCTOBRE-DECEMBRE 2017) 
DES DIRECTIONS REGIONALES DES 
INFRASTRUCTURES 

図書 
ｺﾋﾟｰ(電子

ﾃﾞｰﾀ) 
インフラ開発省
（MID） 

2017 年 

6 

RAPPORT CIRCONSTANCIEL DU SUIVI DU 
RESEAU 
SITUATIONS DES COUPURES OU RISQUES 
DE COUPURES 
DE TRAFIC SUR LE RESEAU ROUTIER 
NATIONAL 

図書 
ｺﾋﾟｰ(電子

ﾃﾞｰﾀ) 
インフラ開発省
（MID） 

2020 年 

7 Arret No.2021-0047 図書 
ｺﾋﾟｰ(電子

ﾃﾞｰﾀ) 
インフラ開発省
（MID） 

2021 年 

 

  


	社基JR(P)23151 ブルキナファソ 01
	表紙
	序文
	要約
	目次
	調査対象位置図／主要調達機材イメージ図／現況写真
	図表リスト／略語表
	第 1 章 プロジェクトの背景・経緯
	1-1 当該セクターの現状と課題
	1-1-1 現状と課題
	1-1-2 開発計画
	1-1-3 社会経済状況

	1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要
	1-3 我が国の援助動向
	1-4 他ドナーの援助動向

	第 2 章 プロジェクトを取り巻く状況
	2-1 プロジェクトの実施体制
	2-1-1 組織体制
	2-1-2 道路維持管理にかかる財源と予算
	2-1-3 既存機材・施設
	2-1-4 国立公共事業学校によるメカニック、オペレータの養成状況
	2-1-5 公共交通バス会社の状況

	2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況
	2-2-1 関連インフラの整備状況
	2-2-2 自然条件
	2-2-3 環境社会配慮

	2-3 当該国における無償資金協力事業実施上の留意点
	2-4 その他（グローバルイシュー）
	2-4-1 ジェンダー主流化
	2-4-2 貧困削減への貢献


	第 3 章 プロジェクトの内容
	3-1 プロジェクトの概要
	3-2 協力対象事業の概略設計
	3-2-1 設計方針
	3-2-2 基本計画（機材計画）
	3-2-2-1 全体計画
	3-2-2-2 機材計画

	3-2-3 調達計画
	3-2-3-1 調達方針
	3-2-3-2 調達上の留意事項
	3-2-3-3 調達区分
	3-2-3-4 実施設計及び調達監理計画
	3-2-3-5 品質管理計画
	3-2-3-6 機材調達計画
	3-2-3-7 初期操作指導・運用指導等計画
	3-2-3-8 ソフトコンポーネント計画
	3-2-3-9 実施工程

	3-2-4 安全対策計画

	3-3 相手国側分担事業の概要
	3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画
	3-4-1 実施体制及び能力
	3-4-2 機材の維持管理・点検・修繕計画（案）

	3-5 プロジェクトの概略事業費
	3-5-1 協力対象事業の概略事業費
	3-5-2 運営・維持管理費


	第 4 章 プロジェクトの評価
	4-1 事業実施のための前提条件
	4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項
	4-3 外部条件
	4-4 プロジェクトの評価
	4-4-1 妥当性
	4-4-2 有効性


	資料
	１．調査団員・氏名
	２．調査行程
	３．関係者（面会者）リスト
	４．討議議事録（M/D）
	（２）準備調査報告書（案）説明調査（署名日：2023年9月8日）

	５．ソフトコンポーネント計画書
	６．参考資料


	社基JR(P)23151 ブルキナファソ 02
	表紙
	序文
	要約
	目次
	調査対象位置図／主要調達機材イメージ図／現況写真
	図表リスト／略語表
	第 1 章 プロジェクトの背景・経緯
	1-1 当該セクターの現状と課題
	1-1-1 現状と課題
	1-1-2 開発計画
	1-1-3 社会経済状況

	1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要
	1-3 我が国の援助動向
	1-4 他ドナーの援助動向

	第 2 章 プロジェクトを取り巻く状況
	2-1 プロジェクトの実施体制
	2-1-1 組織体制
	2-1-2 道路維持管理にかかる財源と予算
	2-1-3 既存機材・施設
	2-1-4 国立公共事業学校によるメカニック、オペレータの養成状況
	2-1-5 公共交通バス会社の状況

	2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況
	2-2-1 関連インフラの整備状況
	2-2-2 自然条件
	2-2-3 環境社会配慮

	2-3 当該国における無償資金協力事業実施上の留意点
	2-4 その他（グローバルイシュー）
	2-4-1 ジェンダー主流化
	2-4-2 貧困削減への貢献


	第 3 章 プロジェクトの内容
	3-1 プロジェクトの概要
	3-2 協力対象事業の概略設計
	3-2-1 設計方針
	3-2-2 基本計画（機材計画）
	3-2-2-1 全体計画
	3-2-2-2 機材計画

	3-2-3 調達計画
	3-2-3-1 調達方針
	3-2-3-2 調達上の留意事項
	3-2-3-3 調達区分
	3-2-3-4 実施設計及び調達監理計画
	3-2-3-5 品質管理計画
	3-2-3-6 機材調達計画
	3-2-3-7 初期操作指導・運用指導等計画
	3-2-3-8 ソフトコンポーネント計画
	3-2-3-9 実施工程

	3-2-4 安全対策計画

	3-3 相手国側分担事業の概要
	3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画
	3-4-1 実施体制及び能力
	3-4-2 機材の維持管理・点検・修繕計画（案）

	3-5 プロジェクトの概略事業費
	3-5-1 協力対象事業の概略事業費
	3-5-2 運営・維持管理費


	第 4 章 プロジェクトの評価
	4-1 事業実施のための前提条件
	4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項
	4-3 外部条件
	4-4 プロジェクトの評価
	4-4-1 妥当性
	4-4-2 有効性


	資料
	１．調査団員・氏名
	２．調査行程
	３．関係者（面会者）リスト
	４．討議議事録（M/D）
	（２）準備調査報告書（案）説明調査（署名日：2023年9月8日）

	５．ソフトコンポーネント計画書
	６．参考資料


	社基JR(P)23151 ブルキナファソ 03
	表紙
	序文
	要約
	目次
	調査対象位置図／主要調達機材イメージ図／現況写真
	図表リスト／略語表
	第 1 章 プロジェクトの背景・経緯
	1-1 当該セクターの現状と課題
	1-1-1 現状と課題
	1-1-2 開発計画
	1-1-3 社会経済状況

	1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要
	1-3 我が国の援助動向
	1-4 他ドナーの援助動向

	第 2 章 プロジェクトを取り巻く状況
	2-1 プロジェクトの実施体制
	2-1-1 組織体制
	2-1-2 道路維持管理にかかる財源と予算
	2-1-3 既存機材・施設
	2-1-4 国立公共事業学校によるメカニック、オペレータの養成状況
	2-1-5 公共交通バス会社の状況

	2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況
	2-2-1 関連インフラの整備状況
	2-2-2 自然条件
	2-2-3 環境社会配慮

	2-3 当該国における無償資金協力事業実施上の留意点
	2-4 その他（グローバルイシュー）
	2-4-1 ジェンダー主流化
	2-4-2 貧困削減への貢献


	第 3 章 プロジェクトの内容
	3-1 プロジェクトの概要
	3-2 協力対象事業の概略設計
	3-2-1 設計方針
	3-2-2 基本計画（機材計画）
	3-2-2-1 全体計画
	3-2-2-2 機材計画

	3-2-3 調達計画
	3-2-3-1 調達方針
	3-2-3-2 調達上の留意事項
	3-2-3-3 調達区分
	3-2-3-4 実施設計及び調達監理計画
	3-2-3-5 品質管理計画
	3-2-3-6 機材調達計画
	3-2-3-7 初期操作指導・運用指導等計画
	3-2-3-8 ソフトコンポーネント計画
	3-2-3-9 実施工程

	3-2-4 安全対策計画

	3-3 相手国側分担事業の概要
	3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画
	3-4-1 実施体制及び能力
	3-4-2 機材の維持管理・点検・修繕計画（案）

	3-5 プロジェクトの概略事業費
	3-5-1 協力対象事業の概略事業費
	3-5-2 運営・維持管理費


	第 4 章 プロジェクトの評価
	4-1 事業実施のための前提条件
	4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項
	4-3 外部条件
	4-4 プロジェクトの評価
	4-4-1 妥当性
	4-4-2 有効性


	資料
	１．調査団員・氏名
	２．調査行程
	３．関係者（面会者）リスト
	４．討議議事録（M/D）
	（２）準備調査報告書（案）説明調査（署名日：2023年9月8日）

	５．ソフトコンポーネント計画書
	６．参考資料


	社基JR(P)23151 ブルキナファソ 04
	表紙
	序文
	要約
	目次
	調査対象位置図／主要調達機材イメージ図／現況写真
	図表リスト／略語表
	第 1 章 プロジェクトの背景・経緯
	1-1 当該セクターの現状と課題
	1-1-1 現状と課題
	1-1-2 開発計画
	1-1-3 社会経済状況

	1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要
	1-3 我が国の援助動向
	1-4 他ドナーの援助動向

	第 2 章 プロジェクトを取り巻く状況
	2-1 プロジェクトの実施体制
	2-1-1 組織体制
	2-1-2 道路維持管理にかかる財源と予算
	2-1-3 既存機材・施設
	2-1-4 国立公共事業学校によるメカニック、オペレータの養成状況
	2-1-5 公共交通バス会社の状況

	2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況
	2-2-1 関連インフラの整備状況
	2-2-2 自然条件
	2-2-3 環境社会配慮

	2-3 当該国における無償資金協力事業実施上の留意点
	2-4 その他（グローバルイシュー）
	2-4-1 ジェンダー主流化
	2-4-2 貧困削減への貢献


	第 3 章 プロジェクトの内容
	3-1 プロジェクトの概要
	3-2 協力対象事業の概略設計
	3-2-1 設計方針
	3-2-2 基本計画（機材計画）
	3-2-2-1 全体計画
	3-2-2-2 機材計画

	3-2-3 調達計画
	3-2-3-1 調達方針
	3-2-3-2 調達上の留意事項
	3-2-3-3 調達区分
	3-2-3-4 実施設計及び調達監理計画
	3-2-3-5 品質管理計画
	3-2-3-6 機材調達計画
	3-2-3-7 初期操作指導・運用指導等計画
	3-2-3-8 ソフトコンポーネント計画
	3-2-3-9 実施工程

	3-2-4 安全対策計画

	3-3 相手国側分担事業の概要
	3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画
	3-4-1 実施体制及び能力
	3-4-2 機材の維持管理・点検・修繕計画（案）

	3-5 プロジェクトの概略事業費
	3-5-1 協力対象事業の概略事業費
	3-5-2 運営・維持管理費


	第 4 章 プロジェクトの評価
	4-1 事業実施のための前提条件
	4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項
	4-3 外部条件
	4-4 プロジェクトの評価
	4-4-1 妥当性
	4-4-2 有効性


	資料
	１．調査団員・氏名
	２．調査行程
	３．関係者（面会者）リスト
	４．討議議事録（M/D）
	（２）準備調査報告書（案）説明調査（署名日：2023年9月8日）

	５．ソフトコンポーネント計画書
	６．参考資料



